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序     文 
 

日本国政府は、タジキスタン共和国からの要請に基づき、同国のバダフシャーン地域を対象に

「アフガニスタン・タジキスタン国境バダフシャーン地域における農村開発プロジェクト」を実

施することを決定し、2012（平成 24）年 2 月 1 日に討議議事録(R/D)の署名を行い、3 年間のプロ

ジェクトとして実施しています。 

今般、中間レビュー調査団を派遣し、タジキスタン共和国政府及び関係機関との間で、プロジ

ェクトの進捗の確認と今後の方向性に係る協議を行いました。本報告書は、同調査団による協議

結果、評価結果を取りまとめたもので、当プロジェクト及び類似プロジェクトの実施にあたり広

く活用されることを願います。 

終わりに、本調査に対しご協力とご支援を頂いた内外関係者の皆様に、心からの感謝の意を表

します。 

 
平成 26 年 8 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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タジキスタン ゴルノ・バダフシャーン州

アフガニスタン バダフシャン県 

対象地：ゴルノ・バダフシャーン州内5県



写     真 

  
シュグナン県Barsem村 修復済の車道橋（全長35m） シュグナン県Spinz村 新設道路（全長2km） 

シュグナン県Sokcharv村飲料水設備 

 

Sokcharve村住民への聞き取り 

 

シュグナン県Vozom村メディカルポイント建設現場

（3診療室） 

Vozm村Village Doctorへの聞き取り 



 

ダルバズ県Yoged村小規模灌漑施設 ダルバズ県Sangevni Daroz村小学校増設現場（4教室）

ゴルノ・バダフシャーン州知事表敬 

 

対象5県のADUSVOへのインタビュー 

 

シュグナン県クロスボーダーマーケット 同左（手前は石けん、奥は薬草、化粧品を販売）
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アガハーン財団アフガニスタン事務

所 

AKF-T Aga Khan Foundation Tajikistan アガハーン財団タジキスタン事務所

ASUDVO Association of SUDVOs 村落開発社会組合連合（県レベル）

CBC Cross-border Committee クロスボーダー委員会 

CBM Cross-border Market クロスボーダーマーケット 

CBO Community-Based Organisation 地域住民組織 

CBRD 

Cross-border Rural Development（The 
Project For Rural Development Project in 
Tajik – Afghan Border Area of Gorno – 
Badakhshan Autonomous Oblast） 

プロジェクト名称「アフガニスタ

ン・タジキスタン国境バダフシャー
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ト」の略称 

CDC 
Community Development Council 
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コミュニティ開発評議会（アフガニ
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DDP District Development Plan 県開発計画 
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GoJ Government of Japan 日本政府 

GoT Government of the Republic of Tajikistan タジキスタン共和国政府 
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MSDSP 
Mountain Societies Development Support 
Programme 

山岳地域開発支援プログラム（アガ

ハーン財団の一実施部門） 

NDS National Development Strategy 国家開発戦略2015 

NGO Non-governmental Organizations 非政府組織 

OVOP 
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（activities/project） 
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PO Plan of Operations 活動計画書 
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村落開発社会組合（郡レベル） 
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評価調査結果要約表 
1．案件の概要 

国 名：タジキスタン共和国 

案件名：アフガニスタン・タジキスタン国境バダフシャーン地域における農村開発プロジェク

ト 
［通称：CBRD（Cross Border Rural Development）プロジェクト］ 

分 野：農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：農村開発部 協力金額（評価時）：3 億 3,000 万円 

協力期間：2012 年 2 月～2015 年 2 月 
（36 カ月） 

先方実施機関：ゴルノ・バダフシャーン自治州

（GBAO）政府 

日本側実施機関：N/A 

１－１ 協力の背景と概要 

アフガニスタン・タジキスタンの両国にまたがるバダフシャーン地域は、天然資源、文化、

言語等を共有し、地理的にも中央アジア、中華人民共和国（以下、「中国」と記す）、パキスタ

ン・イスラム共和国（以下、「パキスタン」と記す）をつなぐ通商、文化の中継地として開発

ポテンシャルを有する。タジキスタン側のゴルノ・バダフシャーン自治州（Gorno-Badakhshan 
Autonomous Oblast：GBAO）では、2007 年の貧困人口比率は 84％1と全国平均を大幅に上回っ

ている。家族 1 名以上が州外で出稼ぎ労働中の世帯が全世帯の半数に上り、家計は外国、特に

ロシアからの仕送りに依存している。このため最貧農村地域の活性化を支える基礎的な社会サ

ービスの充実と地元経済の成長を牽引する経済活動の活性化が喫緊の課題となっている。 
同地域では、タジキスタン国内 24 県（District）の 1,350 の村落組織（Village Organizations：

VOs）においてエネルギー、教育、保健、経済など幅広い分野の社会開発事業を手掛けてきた

国際 NGO アガハーン財団（Aga Khan Foundation：AKF-T）が、1990 年代から活動を展開して

いる。本プロジェクトは、同地域で十分な実績と実施体制をもつアガハーン財団タジキスタン

事務所（Aga Khan Foundation Tajikistan：AKF-T）及びその実働部門である山岳地域開発支援プ

ログラム（Mountain Societies Development Support Programme：MSDSP）との連携により、JICA
単独ではアクセスできなかったアフガニスタン・タジキスタン国境バダフシャーン地域のう

ち、国境に隣接する GBAO 内 5 県を対象として①コミュニティ・インフラ整備、②ローカルガ

バナンス組織の能力強化、③タジキスタン、アフガニスタンの経験交流、協力体制の構築を柱

とする協力を実施してきた。 
GBAO では AKF/MSDSP の支援の下、1990 年代後半に村落レベルの住民組織として VOs が、

また 2004 年に最少行政単位である郡（sub-district/jamoat）レベルの住民組織として村落開発社

会組合（Social Unions for the Development of Village Organizations：SUDVOs）が形成されており、

本プロジェクトはそれら上位となる各県に村落開発社会組合連合（Associations of SUDVOs：
ASUDVOs）を設置した。これらローカルガバナンスの仕組みに則り、本プロジェクトでは VO
による村落開発計画（Village Development Plan：VDP）の策定・更新、VDP に基づく開発ニー

ズの洗い出し、郡/県レベルでのスクリーニング、州レベルの承認を経て、小規模インフラ事業

                                                        
1 National Development Strategy for the Republic of Tajikistan for the Period to 2015, 2007. 
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の実施・モニタリングを行ってきた。またその過程を通じ、行政（郡/県/州）及び住民組織

（VO/SUDVO/ASUDVO）の能力強化を図ってきた。 
なお、アフガニスタン側では、コミュニティ主導型開発に係る農村復興開発省（Ministry of 

Rural Rehabilitation and Developmeut：MRRD）の実施体制強化に資する包括的な人材育成支援

として、アフガニスタンコミュニティ開発支援体制強化プロジェクトを実施している（2011 年

3 月〜2015 年 2 月）。プロジェクトのコンポーネントのひとつとしてアガハーン財団アフガニ

スタン事務所（Aga Khan Foundation Afghanistan：AKF-A）との連携を通じ、国境ピアンジ川を

挟み、CBRD プロジェクト対象地域の対岸に位置するアフガニスタン側バダフシャン県におい

て、7 郡を対象にコミュニティ開発事業を 2011 年 11 月から 2015 年 2 月までの予定で実施中で

ある。 
 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、ゴルノ・バダフシャーン自治州内 5 郡において、住民の開発ニーズに基

づいた参加型の開発事業を担うローカルガバナンス組織を設置・強化し、同組織を通じたイン

フラ整備を行うことにより、住民への社会サービスの向上を図り、もって住民の生活の質の向

上に寄与することを目的としたものである。 
 
（1）上記目標 

対象地域（ゴルノバダフシャーン自治州 5 県）において住民の生活が向上する。 
 
（2）プロジェクト目標 

対象地域における住民への社会サービスが向上する。 
 
（3）成 果 

1 農村生活や生計向上の基盤となる基礎インフラの整備状況が改善する。 
2 ローカルガバナンス組織が住民の必要に基づいた社会サービスを提供できる能力（ニ

ーズ発掘、計画策定、事業管理）を備える。 
3 タジキスタン側行政組織とアフガニスタン側行政組織の協力体制が強化される。 

 
（4）投 入 

 
＜日本側＞ 

1）AKF-T への委託事業 280 万 USD（3 年間） 
表-1 のとおり委託金額の 8 割近くが能力強化活動とインフラ整備事業で構成される事

業費に充てられ、オペレーション経費、間接経費は 2 割程度に抑えられている。 
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表－１ AKF 委託事業費 内訳（USD） 

会計年度 

費 目 

契約時 

配分額 

2011 年度

（執行済）

2012 年度

（執行済）

2013 年度

（執行済）

2014 年度 

（執行予定）

最新 

配分額 
％ 

人件費 193,422 3,433 53,869 62,767 74,269 194,338 7

旅費・交通費 187,101 589 31,202 34,548 50,500 116,839 4

事業費 2,057,600 394 63,669 648,561 1,433,292 2,145,915 76.7

能力強化事業 （207,600） （394） （63,669） （66,496） （51,468） （182,026） （6.5）

インフラ整備費 （1,850,000） （0） （0） （582,065）（1,381,824） （1,963,889） （70.2）

事務所備品等 16,423 0 15,958 0 3,300 19,258 0.7

その他業務費 90,906 140 20,780 10,672 40,539 72,131 2.6

間接費 254,547 0 17,759 63,587 170,173 251,518 9

合計（US$） 2,800,000 4,555 203,238 820,135 1,772,072 2,800,000 100
出所：プロジェクト会計報告に基づき作成 

 
1）長期専門家 1 名（業務調整/コミュニティ開発） 2012 年 9 月～2014 年 9 月 
2）短期専門家 1 名（参加型ファシリテーション）2014 年 8 月～2MM（予定） 
3）研修員受入（本邦研修「JICA-NGO 連携による実践的参加型コミュニティ開発」2 名

 
＜タジキスタン側＞ 

1）カウンターパートの配置（ゴルノ・バダフシャーン自治州経済開発・計画局） 
2）ローカルコスト負担 調査時点における先方政府負担なし（住民による一部負担あり）

 

２．評価調査団の概要 

調査者 総 括 大島 歩 JICA 農村開発部水田地帯第二課課長 

協力企画 横田 千映子 JICA 農村開発部水田地帯第二課職員 

AKF-A 事業評価 川瀬 友裕 JICA アフガニスタン事務所 所員 

AKF-A 事業評価 
 

Dr. Mudassir 
 

JICA アフガニスタン事務所 在外専門

調査員 

評価分析 松浦 由佳子 国際開発ソリューションズ 開発コンサ

タント 

調査期間 2014 年 5 月 11 日～30 日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果１：農村生活や生計向上の基盤となる基礎インフラの整備状況が改善する

指 標 
1）整備された基礎インフラ事業数が 42 件以上となる。 
2）基礎インフラへのアクセス率が 24％まで改善する。 
3）基礎インフラの利用住民の満足度が上がる。 

 
達成状況：多少の遅延があるが、以下のとおり達成に向けて比較的順調に進捗している。
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・ 対象地域内にある計 326 の村落組織（Village Organizations：VOs）のうち、324 の VOs
が既存の村落開発計画（VDP）を更新し、うち 298 の VOs から計画に基づくコミュニ

ティ・インフラ整備事業（サブプロジェクト）計 498 件が申請された。郡→県→州の

各段階で郡/県行政と住民組織 SUDVOs/ASUDVOs が協働で事業内容の検討・審査を行

い、最終的に 44 件に絞り込まれた。選定基準として裨益率、直面する課題の深刻度

が検討され、各県 TWG における選定では、Pairwise Ranking Matrix（PRM）が用いら

れた。 
 

表－２ サブプロジェクトの内訳 

インフラ種類 件数（％） インフラ種類 件数（％） 

飲料水供給施設設置 11 件（25％） 橋梁修復 3 件（7％） 

小規模灌漑施設設置 7 件（16％） 小水力発電施設（一部）の改修 3 件（7％） 

学校の改修・教室拡張 7 件（16％） スポーツ施設設置 1 件（2％） 

保健施設設置・改修 6 件（14％） 公衆トイレ設置 1 件（2％） 

道路整備 4 件（9％） 護岸工事 1 件（2％） 
出所：プロジェクト資料より作成

 
・ 選定過程では、シュグナン県では県政府の戦略計画（Strategic Plan）に既に掲載され、

予算措置のめどがたっている事業は除外され、また選定された事業は新たに戦略計画

に反映された。村落のニーズがボトムアップで郡、県に共有され、県レベルの政策に

生かされるメカニズムがインフラ整備過程で形成された。 
・ 44 件のうち、25％は完工済、あるいは完成間近である。一方、冬期の豪雪により資材

の搬入が遅れた影響で、未着工の事業が 4 件あるが（灌漑 2 件、学校増設 1 件、小水

力発電用水路 1 件）、近日中に着工し、全件とも 2014 年内に完工する見込みである。

プロジェクトはスケジュールどおり 2014 年 2 月に完了できることを AKF/MSDSP に

確認した。 
・ サブプロジェクト実施過程で、工事契約とは別に、建設業者、VO、SUDVO、ASUDVO、

郡/県政府、MSDSP 間で、それぞれの役割、責任を明確化した合意文書が結ばれ、各

者の密な情報交換の下に実施管理・モニタリングがなされている。 
・ 技術的な施工管理は、MSDSP のエンジニアが詳細設計書に照らし合わせ、定期的に

実施していることが確認された。サイト踏査には通常 VO 長と SUDVO が同行し、問

題がある場合は、書面による改善指導が業者になされ、MSDSP 各県事務所が業者の

対応状況をモニタリングし、適切なモニタリング・施工管理体制がとられている。 
・ インフラ工事では、大半の VO が労働力や土地、資金（VO メンバー会費による VO

基金からの拠出）を提供している。また県政府が資材不足を補填した事例や、道路整

備で当初工事区間に加え、近隣村落までの延長区間分の建設工事費用を県政府主導で

資金調達を行った事例が報告された。建設業者と住民間のもめ事が生じている事例も

あるが、郡/県政府が ASUDVO、MSDSP とともに仲裁に入るなど、インフラ整備に対

する住民、行政双方の主体性、オーナーシップの高まりが観察された。 
・ すべてのインフラ施設は、完工検査ののち各県行政の所定部局（灌漑・水事業局、コ
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ミュニティ・サービス局、保健局、教育局、道路維持管理事業局等）に引き渡される。

完工検査は MSDSP のエンジニアと各県政府の建築技師が実施し、瑕疵がなければ、

MSDSP が引き渡しレターを VO 及び県政府に対して発行する。日常的な維持管理は

各 VO が担う。給水、灌漑施設は VO 内に水管理組合が設置され、利用料を徴収し、

維持管理に充てられる。 
・ 指標 2）インフラへのアクセス率は、2013 年 3 月の JCC で改善の目標値が 24％に設

定された。しかしその後の 2013 年 5 月に提出されたベースライン調査報告書では、

基礎インフラへの物理的なアクセス率は、以下のとおり、それを優に超える高い数値

であった。数値だけをみれば、不当に低い目標値が設定されたことになる。一方、こ

れらインフラはソ連時代に設置され、老朽化が著しく、全面改修や大幅な修繕の必要

性があり、インフラの質も加味して 24％という数値が設定されたことが判明した。イ

ンフラ種別ごとのアクセス率のばらつきも踏まえ、質面の改善効果も含めた主要イン

フラごとの指標の必要性があるため、調査団は 3-5 提言（4）に記載のとおり適切な指

標の設定を求めた。 
 

表－３ 主要インフラへのアクセス率（％） 

District Road Energy Bridge 
Irrigation 

Canal 
Drinking 

Water 
Darwaz 100 100 56.5 77.9 79.8 
Vanj 100 98 76.3 99 32.7 
Rushan 100 98 73.3 81.1 64.2 
Shugnan 99 99 73.3 100 73.2 
Ishkashim 99 100 72.4 96.2 45.7 

Total 99.6 99 70.4 90.8 59.1 
出所：CBRD ベースライン調査報告書 2013 年 5 月 

 
３－１－２ 成果 2：ローカルガバナンス組織が住民の必要に基づいた社会サービスを提供

できる能力（ニーズ発掘・計画策定、事業管理）を備える 
指 標： 

1）対象地域住民の 75％が ASUDVOs の提供した事業に満足する。 
2）対象地域住民の 70％が郡政府（Jamoats）の提供した事業に満足する。 
3）対象地域住民の 65～70％が県政府の提供した事業に満足する。 
4）ASUDVOs、Jamoats、県政府おのおのの自己評価が上がる（1～5 段階評価）。 
5）ローカルガバナンス組織間の連携が増える（1～5 段階評価） 

 
達成状況：達成に向けて以下のとおり順調に進捗している。 

 
・ プロジェクト開始前から活動している VO、SUDVO に加え、本プロジェクトでは、県

レベルでコミュニティ開発を統括する ASUDVO を設置し、地域開発において行政と

コミュニティを結ぶフォーカル機関として能力強化を行った。 
・ また県レベルの開発計画・事業を協議する場としてテクニカル・ワーキング・グルー
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プ（Technical Working Group：TWG、構成員は県助役、各局の長、ASUDVO）が各県

に設置され、県政府及び住民代表が協働・協議する開発事業運営のメカニズムが構築

された。TWG はサブプロジェクト選定、工事実施管理、運営・管理の各ステージで

調整機能を担い、経験を蓄積している。 
・ ボトムアップで吸い上げられた住民のニーズが TWG を通じて県政府の開発計画

（District Strategic Plan）に反映された好例もあり、本プロジェクト開始前は個別に進

められてきた住民主導型開発と行政主導の開発計画策定が、本プロジェクトを通じ

て、統合される気運が生じている。また行政、住民組織それぞれのステークホルダー

の役割・責任の明確化、多様なステークホルダーの巻き込みによる主体性の向上、透

明性の確保といった効果がみられている。 
・ 各県の ASUDVO はサブプロジェクトの実施管理に加え、より広範なコミュニティの

ニーズに応えるため、主体的にファンドレイジング活動を行い、他ドナーや政府から

の支援を得て、食料配布（シュグナン県、イシュカシム県）や洪水対策（シュグナン

県）、健康保健事業（ルシャン県、イシュカシム県）、幼児教育事業（全県）等が既に

実施されている。また定期的に各村落を巡回し、農業技術や生活・生計向上に係る情

報発信を行うとともに、村落の状況を TWG にフィードバックしている。こうした

AUSDVO の活動は、訪問サイトのシュグナン県では、政府、住民双方から高い評価を

得ていることが確認された。 
・ AUDVO を中心とする TWG メンバーは、開発計画策定・管理、問題解決等のための

研修を受講し、域内での経験共有・交流のほか、キルギス共和国（以下、「キルギス」

と記す）、パキスタンの地域開発事業の視察を行った。今後、モニタリング・報告レ

ポーティング研修、域内での経験共有機会が予定されている。一方で、主要なステー

クホルダーである郡行政担当者及び SUDVO に対する研修や能力強化の機会は、これ

まで本プロジェクトでは提供されていない。 
 

３－１－３ 成果 3 タジキスタン側行政組織とアフガニスタン側行政組織の協力体制が強

化される 
指 標： 

1）クロスボーダー委員会の構成員によるタジキスタン、アフガニスタン両国の連携に

対する満足度が 60％以上となる。 
2）クロスボーダー会合、経験交流機会がローカルガバナンス組織参加の下、定期的に

開催される。 
 

達成状況：達成に向けて以下のとおり順調に進捗している。 
 

・ クロスボーダー委員会をシュグナン県・ロシャン県合同で 2013 年 9 月、ダルバズ県・

ヴァンジ県合同で 2013 年 11 月に計 2 回開催し、今年度はイシュカム県にて開催予定

である。またタジキスタン側及びアフガニスタン側の地域開発に係る住民組織、行政

がクロスボーダーマーケット近くで一同に会し、本プロジェクトの経験交流のみなら

ず、双方の地域開発やローカルガバナンスの現状・課題を協議・意見交換している。



 

vii 

このような場の設定を通じて、国境をまたぐ課題への対応の必要性が認識されてい

る。 
・ 州レベルでは、2014 年 2 月にタジキスタン側 GBAO 政府とアフガニスタン側バダフ

シャーン県政府が AKF、他ドナーの同席の下、会合を開催し、クロスボーダー協力分

野の洗い出しが行われ（インフラ整備を含む経済開発、教育・文化、保健、農業・農

村開発等）、定期的な会合や相互訪問が予定されている。 
・ 県レベルでは、シュグナン県、イシュカシム県は VO、SUDVO、ASUDVO が四半期

ごとにクロスボーダー事業の優先課題（農業、教育、保健等）について意見交換し、

ビジネスチャンスとしてのクロスボーダーマーケットの活用を地元農民・商人に売り

込む活動を ASUDVO が行っている。 
・ アフガニスタン住民のタジキスタン側への越境制限がタジキスタン側国境管理警察に

より課せられるケースが時折生じているが、県政府が治安当局に協力依頼を発出する

など、クロスボーダー交流が妨げられないよう取り組みがなされている。また政治イ

ベントや感染症のアウトブレーク等の理由で、国境が一時期的に封鎖されることもあ

ったが、長期国境封鎖につながる重大な事態にはなっておらず、今後も障害となる問

題は観察されなかった。 
・ クロスボーダー橋やマーケットの有無など地理的条件により、関心度合いに多少のば

らつきはあるが、おしなべて行政、住民組織ともにクロスボーダー協力に前向きであ

り、政府レベル及びコミュニティ代表間で社会的及び経済的交流が促進されることが

期待される。 
 
３－２ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標：対象地域における住民への社会サービスが向上する。 
指 標： 

1）対象地域の住民の 80％以上が社会サービスやガバナンスの仕組みを理解している。

2）ローカルガバナンス組織について、住民の 70％以上が「住民の声を吸い上げている

（responsive、inclusive）」と評価している。 
 

達成状況：各成果の達成状況は良好であり、サブプロジェクトが計画どおり完工した場合

には、プロジェクト目標である住民の社会サービスの向上は達成される見込み

である。 
    

インフラ・サブプロジェクトに関しては、選定及び実施プロセスに住民が主体的に参加し

ており、施設の運営・維持管理に対しても VO のオーナーシップやコミットメントは非常に

高い。完工後、インフラ施設は県政府の管理下に置かれるが、VO による維持管理を行政が

技術的に支援することが確認されている。なお、行政による保健・教育施設への家具、資材

の提供や、道路・橋梁等で今後 VO では対応できない規模の修繕が必要となる場合の行政に

よる支援の確約を、MSDSP を通じ確認していくことが、今後のプロジェクト期間内の課題

である。 
開発実施体制面では、県レベルで住民側と行政側の調整役として能力強化を行った
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ASUDVO は適切に役割を果たしており、他ドナーから資金を獲得し、新たな事業にも着手す

るなど、住民組織、行政双方からの信頼を得て、その活動・機能は定着している。また県政

府内に設置された TWG は、CBRD プロジェクトの実施管理のみならず、シュグナン県では

他ドナーの事業の承認・実施管理まで活動範囲を拡大しており、県政府の制度として定着し

つつある。このモデルの他県への拡大が期待される。 
またクロスボーダー委員会の設置や相互視察・交流によって、州や県行政、住民組織の各

レベルでタジキスタン、アフガニスタンの相互理解が促進され、クロスボーダー協力を展開

していくうえでの基盤が形成されつつある。 
 
３－３ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 
アフガニスタンとのクロスボーダー協力の推進を見据えた国境地域開発は、タジキスタ

ン政府及び GBAO 政府の政策と合致する。また国境地域における平和と安定への貢献、人

間の安全保障の推進を掲げるわが国政府の ODA 政策にも整合し、タジキスタンにおける

JICA の協力重点分野にも位置づけられている。 
また GBAO 政府、ドナーの支援が届きにくい山岳地帯のコミュニティに対し、老朽化し

たインフラの改修・整備を通じて住民への社会サービス向上をめざすプロジェクトデザイ

ンは適切であり、地域に密着した活動基盤・実績をもつ AKF/MSDSP と連携して、JICA 単

独ではアクセスが困難な地域に支援を展開したアプローチは妥当である。 
 
（2）有効性：比較的高い 

各成果の実績・達成状況は良好であり、サブプロジェクト 44 件が計画どおり完工すれ

ば、プロジェクト目標である住民への社会サービスの向上は達成される見込みが高い。直

接的にプロジェクト目標に貢献するインフラ整備を面的に展開するとともに、サブプロジ

ェクト実施プロセスを通じて、参加型開発実施体制を構築したことが、本プロジェクトの

有効性を高めている。 
プロジェクトが取り組んだボトムアップアプローチ（開発ニーズ発掘→計画策定→優先

事業の実施・モニタリング）による参加型コミュニティ開発の推進体制の構築は、住民の

オーナーシップ、コミットメントを促し、住民自身による生活向上活動をも促すものとな

っている。また従来は接点のなかった行政による地域開発戦略/計画の策定作業と、住民組

織が外部資金を得て直接実施してきた開発事業との間を調整する機能として、本プロジェ

クトによって、政府と住民組織の橋渡し役である ASUDVO が育成され、県行政と ASUDVO
が調整・合意形成・協働する場として TWG が十分に稼働していることが評価される。 

能力強化は ASUDVO に偏りがちで郡・県行政担当者、また SUDVO への機会提供が限

られた。今後、郡政府、SUDVO が研修に参加できる機会が提供できれば、より有効性が

高まる可能性がある。 
またアフガニスタンとのクロスボーダー協力では、県政府、住民組織が各レベルで意見

交換、経験交流機会をもっているほか、州、県レベルで具体的な連携活動に向けたイニシ

アティブがとられ、今後も継続される見込みである。 
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（3）効率性：高い 
GBAO での 20 年近いコミュニティ開発の実績をもち、幅広いネットワークと強固な実

施体制をもつ AKF/MSDSP と連携することで、人材、知見、ネットワーク、資材など現地

にある資源を最大限に活用でき、オペレーションコスト、間接費を押さえ、実質的なプロ

グラム活動に委託事業費の 8 割近くを充てられたことが確認された。また山岳地に点在す

る貧困集落にまで裨益対象を面的に拡大できたことから、効率性は高いと判断される。 
一方、JICA、AKF/MSDSP 双方にとり、連携事業は初めての経験であり、経理、調達手

続き面で、共通認識の形成に時間を要した。特に入札・調達手続きに関し、課題の共有・

相談が適時に行われていれば、より効率性が向上したと思われるケースが一部観察され

た。 
 
（4）インパクト：高い 

正のインパクトは以下のとおり高く、負のインパクトは発現していない。 
現時点ではサブプロジェクトの完工は部分的であり、上位目標達成の見込みを判断する

具体的な変化は確認できていないものの、良好な兆しが確認された。今後残りの期間で、

上位目標達成に向けた基盤を整えていくことが重要である。 
VO のオーナーシップは総じて高く、サブプロジェクト完工後はコミュニティが主体と

なって維持管理を行い、必要に応じて SUDVO、郡/県政府、ASUDVO と調整を通じて修繕

等に対応していくことが期待される。VDP に基づき、VO 基金をインフラの設置・修繕に

活用したり、他ドナーや郡/県政府から資金を調達する事例もあった。ASUDVO のファシ

リテーションにより、VO が今後も活発にコミュニティ活動に取り組む可能性は極めて高

く、上位目標の達成に貢献するものと思われる。 
ASUDVO や TWG の機能の有効性は AKF/MSDSP 及び州 /県政府に認められ、また

ASUDVO 自身は活動の継続に意欲的であるが、両者が現在の形態で継続するかは、

AKF/MSDSP 及び州/県政府の今後の対応・判断による。ASUDVO 及び TWG の機能が何ら

かの形で継承されれば、ボトムアップによる参加型開発の継続・定着につながるとともに、

政府の開発計画に住民のニーズが反映され、長期的には政府予算の確保、外部資金の確保

の実現に資するものとなり、持続的な社会サービスの向上、生活の質の向上が期待できる。

 
（5）持続性：中程度 

ASUDVO の機能とその活動実績は、郡/県行政、住民組織（VO/SUDVO）からも高く評

価され、その活動の継続が望まれている一方で、プロジェクト終了後の活動費のめどは現

時点ではたっていない。ASUDVO はそれぞれに、本プロジェクト終了後を見据えて財政基

盤の確立に向けた活動を開始し、他ドナーのプロジェクト予算からの費用捻出、SUDVO
の出資金や小規模融資機関（Micro Lending Organization：MLO）の配当金による経費負担、

ASUDVO 自身が公共性の高いサービス事業を副業として起業し活動に充てる、

AKF/MSDSP による継続雇用等が検討されている。プロジェクト終了までに、AKF/MSDSP
が州/県政府と調整のうえ、今後の ASUDVO の位置づけの確認及び持続性の担保が必要で

ある。 
サブプロジェクトで整備されたインフラ施設は、制度的には各県行政に引き渡され、所



 

x 

管部局の管理下に置かれるが、実質的な維持管理は各 VO が担う。県財政の現状を踏まえ

ると、県行政が充当できる維持管理費は限られており、教育施設、保健施設の人件費は担

保されているが、引き渡し時の備品、資材・教材等が工面できない可能性もある。このた

め各施設の完工時までに、これら資機材が手当てされるよう AKF/MSDSP に調整が求めら

れる。また、将来的に大がかりな修繕が必要となる可能性の高い橋、道路等も、あらかじ

め MSDSP と州・県政府が対策を合意し、関係者に周知しておく必要がある。 
クロスボーダー活動については、タジキスタン側 GBAO 政府とアフガニスタン側バダフ

シャン県政府の間で、クロスボーダー協力を推進すべく合意書が署名されており、定期的

な会合や相互訪問が予定されている。今後も政府レベル及びコミュニティ代表間で社会的

及び経済的交流が促進されることが期待される。 
 
３－４ 結 論 

天候や治安による多少の活動の遅延はあるものの、調査時点で懸念される大きな障害もな

く、対象コミュニティ、県/州政府から高い評価を得る活動が本プロジェクトによって行われて

きた。これまでに存在した村落から郡までのボトムアップアプローチによる参加型開発の仕組

みが、ASUDVO の設置により県レベルにまで引き上げられた。また参加型で吸い上げられた住

民のニーズが、各県の TWG で、県政府、住民代表である ASUDVO によって議論され、県主導

の開発計画と住民主導の開発計画のすり合わせが可能となり、調整・協働メカニズムとして機

能していることが確認された。 
各成果レベルで既に目に見えるインパクトが発現しており、予定どおり活動が実施され、ま

た以下の提言が取り入れられれば、プロジェクト終了までにプロジェクト目標が達成される見

込みである。 
 
３－５ 提 言 

（1）サブプロジェクトの進捗管理及び維持管理体制の確立 
残る協力期間では、サブプロジェクトの進捗管理をより徹底し、インフラ施設の持続的

な運用を担保する維持管理体制を確立することが非常に重要である。とりわけ未着工のサ

ブプロジェクト 4 件は、モニタリングを強化し、進捗管理を適切に行う必要がある。8 月

末をめどに全サブプロジェクトの進捗を再度、JICA、AKF/MSDSP で再確認し、仮に遅延

が生じた場合の対応を検討する予定である。 
施設の引き渡しでは、維持管理における VO、SUDVO、郡政府、ASUDVO、県政府、建

設業者、MSDSP 関係者の役割を明確化し、文書で合意することを提案する。飲料水供給

施設、小規模灌漑施設については、おおむねどの村落でも、水管理委員会の設置による利

用料の徴収、日常的なメンテナンスや簡易な補修を行う体制のめどがたってはいるもの

の、技術的なサポートは郡/県政府が提供することが必要である。教育、保健施設には、他

セクターと比較して県政府の開発予算が優先的に配賦されるという話ではあったが、視察

先の医療施設では最低限の備品・薬品の補給もままならない状況がみられたため、引き続

き MSDSP からも県政府に対し、必要備品の設置・補充を申し入れる必要がある。また橋

梁、道路は、日々のメンテナンス、小規模な修理はコミュニティ共同で行うも、規模の大

きな修繕は引き渡し先である県（道路維持管理事業局）が責任をもつ必要があり、県ない
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し州政府が一定程度の維持管理費を予算化すべく働きかけることが望ましい。運用・維持

管理体制の確立に向け、MSDSP が適切なファシリテーション及びモニタリングを行うこ

とが求められる。 
 
（2）ASUDVO の持続性、財政基盤の確保 

県行政と住民組織をつなぎ、またファンドレイザー等の役割も果たす ASUDVO の機能

は、今後も維持されることが望ましいが、現時点ではプロジェクト終了後の財政的後ろ盾

がない。AKF/MSDSP が必要経費を負担して持続する、SUDVO の出資金やコミュニティ

のマイクロファイナンス配当金から経費を負担する、ASUDVO 自身が資金を獲得する等の

方策、いくつかのアイデアが ASUDVO 自身、また AKF/MSDSP により検討されている最

中であるが、プロジェクト終了までに AKF/MSDSP が州 /県政府とも調整し、今後の

ASUDVO の位置づけ及び持続性の担保の方策を固める必要がある。 
 
（3）サブプロジェクト完工調査 

AKF では、すべてのプロジェクトにおいてインパクト調査を実施するとのことである

が、この調査はプロジェクトの直接的な受益者のみならず、ランダムに選定された対象者

に対して幅広く行われるものであるため、必ずしも CBRD プロジェクトの成果・インパク

トが十分に確認できない可能性がある。したがって、この調査と平行してサブプロジェク

トによるインフラ整備の成果を的確に把握するため、完工調査を実施することを提案す

る。方法論や実施時期は JICA と AKF/MSDSP で早急に調整することとし、ASUDVO が主

体となって完工調査に係るデータ収集を行い、インフラへのアクセスや質の向上の変化を

分析することを提案する。この場合、近々に予定される「モニタリング・レポーティング

研修」で情報収集内容・方法・分析手法を研修するのが望ましい。 
 
（4）成果 1 インフラ整備状況を測る指標及び目標値の変更 

ベースライン調査結果より、対象地域における基礎インフラへのアクセスは、3-1-1 成

果１の記載のとおり、かなり高いことが判明している。このため、「基礎インフラへのア

クセス率が 24％まで改善する」とした目標値及び指標自体を適切なものに変更する必要が

ある。既存インフラの老朽化による質面での問題が指摘されている点や、インフラ種別に

よりアクセス率に大きな開きがあることも踏まえ、主要インフラごとに施設の品質も加味

したアクセス（accessibility）と有用性（usability）を測る指標と目標値の提案を AKF/MSDSP
に求める。 

 
（5）郡政府、SUDVO の能力強化 

合意されている事業費内で対応可能であれば、研修、交流事業の対象となっていなかっ

た郡政府（jamoat）及び SUDVO にも、モニタリング・レポーティング研修への参加機会

を与え、また可能であれば、既に ASUDVO、TWG に対し実施済みの能力強化研修を追実

施することを提案する。 
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３－６ 教 訓 

（1）JICA にとっての AKF/MSDSP とのパートナーシップの意義 
AKF/MSDSP とのパートナーシップは、現地に根ざした実力のある NGO と連携すれば、

アクセスが困難な難易度の高い地域のニーズに応え、効率的、効果的な事業展開が可能と

なることを実証する好例となった。JICA 単独ではアクセスできない GBAO のなかでも、

より支援の行き届いていない山岳村落への裨益が可能となったのは、同地域で長年にわた

るコミュニティへのサービスデリバリーの実績があり、行政を含む各方面からの信頼も厚

い AKF/MSDSP の存在によるところが大きい。MSDSP は各県に事務所を構え、

ASUDVO/SUDVO や郡/県政府との現場レベルの協働が可能な実施体制を備え、コミュニテ

ィに対するきめ細かい事業実施が効果的に行われた。またその機動力や実施体制は、2012
年 7 月の騒乱や本調査期間中の 2014 年 5 月の住民と政府の衝突等における危機管理や事

業管理にも発揮され、事業への影響が最小限にとどめられていることが確認されている。

一方で、JICA、AKF/MSDSP 双方にとって初の共同プロジェクトであったため、経理、

調達等の手続きの理解や合意形成に時間を要した。また、調達面で柔軟な対応を行うべき

局面で、問題の共有や改善の提案がタイムリーに伝達されず、ルールの見直しが行われな

ない事案があった。今後問題が予見される場合、前広に JICA 側と情報共有を行い、対応

を検討することが望ましい。 
 
（2）AKF/MSDSP にとっての行政を巻き込むアプローチの意義 

従来の AKF/MSDSP のコミュニティ開発事業では、事業として政府の承認は得るも、住

民の要望に応える事業を MSDSP が直営する形で進められていた。本プロジェクトでは、

ニーズの把握や案件形成をボトムアップで行い、事業の優先順位づけや実施管理の過程に

テクニカル・ベリフィケーション・グループ（Technical Verification Group：TVG）や TVG
の設置を通じて政府（県・州）を巻き込み、政府と住民の協働メカニズムを確立しており、

またそのプロセスが各ステークホルダーにとって学びと経験蓄積の場になった。行政を巻

き込み、能力強化の対象とした事業は AKF/MSDSP にとっても新しい試みであり、効果発

現及び持続担保の観点からも、有効であることが確認された。 
一方、本プロジェクトの能力強化の主な対象は ASUDVO であり、県・郡政府職員の能

力強化も行われたが、TWG メンバーの一部に限定された。SUDVO メンバーや、県・郡政

府の職員なども含むコミュニティ開発を担うステークホルダーに幅広く能力強化を行う

ことで、よりボトムアップアプローチの強化を図ることができたと考えられる。 
 
（3）村落開発計画の上位計画への反映 

本プロジェクトにおけるボトムアップアプローチの実践を通じて、村落開発計画（VDP）
が郡開発計画［Jamoat（Sub-District）  Development Plan：JDP］、県開発計画（District 
Development Plan：DDP）へと上位計画に反映されていく仕組みが構築されたことは、行政

のガバナンスやアカウンタビリティの強化につながると考えられる。一方で、これら住民

主導で策定した開発計画は、村落基金以外に予算配分がないことから、行政による事業実

施につなげるためには県政策計画（District Strategic Plan）に反映される必要がある。シュ

グナン県ではそのような取り組みが既に始まっているが、他県でもシュグナン県をモデル
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として活用・普及されることが期待される。 
 
（4）コミュニティ開発における事業規模、裨益範囲の設定 

本プロジェクトでは、44 件の村落レベルの小規模インフラを広範囲に実施した。ドナー

や政府の目の届きにくい村落のニーズを拾い上げ、生活環境に目の見える変化をもたらす

とともに、住民組織と行政との協働機会の提供により、両者の信頼関係の構築に貢献した

意義がある。一方で、選定、調達、実施の手続きが煩雑となり、想定以上の時間・手間を

要した点は否めない。このため、一部関係者からは、県レベルで事業規模を設定すべきだ

ったとの声も聞かれた。 
事業規模の拡大により手続きは効率化するが、住民のニーズへのきめ細かい対応が不十

分となる可能性もある。よって事業規模はあくまで目的や状況に応じ、柔軟に考えること

が重要との考察にいたった。また将来的には、経済開発を牽引する大型インフラへの投資

と、公平な社会開発に資する生活インフラ整備とのバランスをどうとるか、GBAO 全体の

開発ニーズを俯瞰し、検討すべき課題と推察される。 
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第１章 中間レビューの概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

アフガニスタン・イスラム共和国・タジキスタン共和国（以下、「アフガニスタン」「タジキス

タン」と記す）の両国にまたがるゴルノ・バダフシャーン地域は、天然資源、文化、言語等を共

有し、地理的にも中央アジア、中国、パキスタンをつなぐ通商、文化の中継地として開発ポテン

シャルを有する。他方、タジキスタン側のゴルノ・バダフシャーン自治区では、2007 年の貧困人

口比率は 84％と全国平均を大幅に上回る。家族 1 名以上が州外で出稼ぎ労働中の世帯が全世帯の

半数に上り、家計は外国、特にロシアからの仕送りに依存している。このため最貧農村地域の活

性化を支える基礎的な社会サービスの充実と地元経済の成長を牽引する経済活動の活性化が喫

緊の課題となっている。 
同地域では、タジキスタン国内 24 県（District）の 1,350 の村落組織（Village Organizations：VOs）

においてエネルギー、教育、保健、経済など幅広い分野の社会開発事業を手掛けてきた国際 NGO
アガハーン財団（AKF）が、1990 年代から活動を展開している。タジキスタン政府の要請を受け、

「アフガニスタン・タジキスタン国境バダフシャーン地域における農村開発プロジェクト（以下、

CBRD プロジェクト：Cross Border Rural Development）」では、同地域で十分な実績と実施体制を

もつアガハーン財団タジキスタン事務所（AKF-T）及びその実働部門である山岳地域開発支援プ

ログラム（Mountain Societies Development Support Program：MSDSP）との連携により、JICA 単独

ではアクセスできなかったアフガニスタン・タジキスタン国境バダフシャーン地域のうち、アフ

ガニスタン国境に隣接する同自治州内 5 県を対象として①コミュニティ・インフラ整備、②ロー

カルガバナンス組織の能力強化、③タジキスタン、アフガニスタンの経験交流、協力体制の構築

を柱とする CBRD プロジェクトを実施している。ゴルノ・バダフシャーン自治州（GBAO）政府

は住民参加型の地域開発を推進しており、AKF/MSDSP の支援の下、最少行政単位各郡に村落開

発社会組合（Social Unions for the Development of Village：SUDVOs）1を形成し、さらに各県に村

落開発社会組合連合（Associations of SUDVO：ASUDVOs）を設置している。本事業では上記ロ

ーカルガバナンスの仕組みに則り、村落開発計画策定、SUDVO/ASUDVO による優先順位づけ/
承認、小規模インフラ事業の実施・モニタリングのプロセスを通じたステークホルダーの能力強

化を図っている。 
なお、アフガニスタン側では、コミュニティ主導型開発に係る農村復興開発省（MRRD）の実

務実施体制の強化に資する包括的な人材育成支援として、アフガニスタンコミュニティ開発支援

体制強化プロジェクト（Afghanistan Institute of Rural Development, Strengthening Community – Led 
rural Development support system：AIRDSCLD プロジェクト）を 2012 年 2 月〜2015 年 2 月を協力

期間として実施している。プロジェクトのコンポーネントのひとつとしてアガハーン財団アフガ

ニスタン事務所（AKF-A）との連携を通じ、JICA が単独ではアクセスができないバダフシャーン

州において、タジキスタン国境に隣接する 7 郡を対象として、コミュニティ開発事業をパイロッ

トプロジェクトとして 2011 年 11 月から 2015 年 2 月までの予定で実施中である。 
今般、本プロジェクトの活動進捗、計画達成度の確認、評価 5 項目の観点からの検証を行うと

ともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、合同中間レビュー報

                                                        
1 10～20 の Village Organizations を統括 
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告書に取りまとめ、合意することを目的として、中間レビュー調査団を派遣することとなった。 
 
１－２ 調査団の構成と日程 

 

担当事項 氏 名 所 属 日 程 

総 括 大島 歩 
JICA 農村開発部水田地帯第二

課 課長 
2014 年 5 月 18 日～ 
27 日※※ 

評価分析 松浦 由佳子 
国際開発ソリューションズ 開

発コンサルタント 
5 月 11 日～27 日 

協力企画 横田 千映子 
JICA 農村開発部水田地帯第二

課 職員 
5 月 18 日～27 日 

AKF-A 事業評価 川瀬 友裕 
JICA アフガニスタン事務所 
所員※ 

5 月 18 日～30 日 

AKF-A 事業評価 Dr. Mudassir 
JICA アフガニスタン事務所 
在外専門調査員※ 

5 月 18 日～28 日 

※ タジキスタン側との経験共有、アフガニスタン側ステークホルダーへの聞き取りを目的とし

てアフガニスタン事務所から参団。 
※※ 当初 5 月 30 日まで調査を実施予定であったが、5 月 21 日に調査先のホログ市にて警察と

地元住民の間で発砲、襲撃を含む騒擾事案が発生したため、調査を中断してドゥシャンベ

に退避した。調査期間を一部短縮せざるを得ない状況となり、レビュー結果に係る先方と

の協議や JCC は実施されなかった。 
 
１－３ 対象プロジェクトの概要 

（1）協力期間 
2012 年 2 月～2015 年 2 月 

 
（2）協力相手先機関 

ゴルノ・バダフシャーン州（GBAO）政府及び対象県政府 
事業委託先：アガハーン財団タジキスタン事務所（AKF-T）及びその実働部門である山岳

地域開発支援プログラム（Mountain Societies Development Support Program：MSDSP） 
 
（3）事業実績 

約 3 億 3,000 万円（※2014 年度分は概算） 
 
（4）プロジェクトサイト 

アフガニスタン・タジキスタン国境バダフシャーン地域内の 5 県（ダルバズ県、バンジ県、

ロシャン県、シュグナン県、イシュカシム県） 
 
（5）上位目標 

対象地域（ゴルノ・バダフシャーン自治州 5 県）において住民の生活が向上する。 
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（6）プロジェクト目標 
対象地域における住民への社会サービスが向上する。 

 
（7）成 果 

1 農村生活や生計向上の基盤となる基礎インフラの整備状況が改善する。 
2 ローカルガバナンス組織が住民の必要に基づいた社会サービスを提供できる能力（ニー

ズ発掘計画策定、事業管理）を備える。 
3 タジキスタン側行政組織とアフガニスタン側行政組織の協力体制が強化される。 

 
＜参考＞協力対象県データ 

県名 
 

ダルバズ

Darwaz 
バンジ 

Vanj 
ロシャン 
Rushan 

シュグナン

Shugnan 
ｲｼｭｶｼﾑ 

Ishkashim 
合計 

人口 23,600 30,400 25,300 38,000 28,400 145,700 

世帯数 3,281 4,191 4,551 5,348 3,613 20,984 

 VOs 数 58 71 56 71 74 330 

SUDVOs 数 4 6 7 7 7 31 

 
 

＜参考＞実施体制図（詳細は付属資料 2 参照） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

TWG（Technical Working Group）

VO VO VO VO VO VO VO VO VO VO

ASUDVO

SUDVO SUDVO 

県 

郡 

村 

州 TVG（Technical Verification Group） JCC
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第２章 中間レビューの方法 
 
２－１ 評価の枠組み 

本中間レビューでは、『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版』に基づき、CBRD プロジェクト

の中間地点での①実績の検証、②実施プロセスの検証、③因果関係の検証、④評価 5 項目（妥当

性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の視点による考察を行った。達成度、実施プロセス、

評価 5 項目ごとに具体設問をまとめた評価グリッド（付属資料 3 ANNEX8）を作成し、レビュ

ーを進めた。 
CBRD プロジェクトは、R/D の段階から、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）と同様のプロジェクト管理ツールで、名称が異なるプロジェクト・ロジカル・フ

レームワーク（Project Logical Framework：PLF）を用いてきた。本レビューでは、PLF と活動計

画書（Plan of Operations：PO）に照らし、実績・実施プロセスの把握、効果発現の状況を確認し、

評価 5 項目の視点による評価を行った。PLF は、指標目標値が設定された 2013 年 3 月の合同調

整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で合意された最新版（付属資料 3 ANNEX2）を

用いた。 
既存情報の分析を現地調査前に行い、現地調査期間前半に、①実績の検証、②実施プロセスの

検証を主眼として、プロジェクト関係者（州・県・郡政府職員、AKF/MSDSP 関係者、専門家）

からの聞き取り、サブプロジェクトサイト踏査による裨益住民、住民組織代表へのインタビュー

を行った。これを踏まえ、現地調査後半に GBAO 政府、AKF/MSDSP を交えた協議を行い、合同

で③因果関係の検証、④評価 5 項目の視点による考察を行う予定だった。 
しかし、2014 年 5 月 21 日（水）にホログ市内で警察と地元住民の間で騒擾事案が発生し調査

団はドゥシャンベに退避したため、GBAO での調査・協議の続行及び JCC における合同評価報告

書の合意が困難となった。このため調査団は、途中段階のレビュー所見を関係者（AKF、日本大

使館、JICA タジキスタン支所）に報告し、帰国した。調査団としての評価結果報告書 the Mid-Term 

Review Report on the Project for Rural Development Project in Tajik–Afghan Border Area of Gorno–

Badakhshan Autonomous Oblast をまとめ、後日、GBAO 政府、AKF/MSDSP に提出した。 
 
２－２ 主な調査項目とデータ収集方法 

本中間レビューにおける主な調査項目及びデータ収集方法は以下のとおりである。 
 

２－２－１ 主な調査項目 
（1）成果ごとの主な調査・確認事項 

    

成果１ 農村生活や生計向上の基盤となる基礎インフラの整備状況が改善する。 

・ サブプロジェクトの選定過程、入札・調達過程、工事進捗及び施工管理/モニタリング

体制 
・ 運営維持管理体制と期待される施設効果 
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成果 2 ローカルガバナンス組織が住民の必要に基づいた社会サービスを提供できる能力

（ニーズ発掘・計画策定、事業管理）を備える。 
・ コミュニティ開発での VO、SUDVO、ASUDVO、郡/県/州政府、TWG、TVG の機能・

役割分担 
・ 成果１の取り組み過程での関係者の稼働・協働状況、信頼関係の変化 
・ 実施した能力強化研修及び経験交流事業の概要、参加者の内訳 
・ ASUDVO の選定経緯、活動状況、費用負担、抱える課題、今後の活動継続性 
・ その他各ステークホルダーの活動状況、財政的状況、制度的位置づけ、課題等 

成果 3 タジキスタン側行政組織とアフガニスタン側行政組織の協力体制が強化される。

・ クロスボーダー経験交流の実施状況、参加者の内訳 
・ クロスボーダーマーケットの状況（環境・条件、物流品目・量、行商人・訪問者数等）

・ 外部条件の影響有無 
 

（2）評価 5 項目に係る主な調査・確認事項 
    

妥当性 
・ 開発ニーズの把握（コミュニティ及び郡/県/州政府のニーズ） 
・ タジキスタン政府、GBAO 政府の政策変化 
・ 日本政府及び JICA の政策及び重点課題の変化 
有効性 
・ サブプロジェクトの選定結果と開発ニーズとの整合  
・ サブプロジェクトの選定過程への住民関与、参加度合い 
・ クロスボーダー事業の内容、必要性、政府/住民の意向 
・ 各成果とプロジェクト目標達成の関係性、外部条件の影響 
効率性 
・ 投入のタイミング、規模、質、量 
・ サブプロジェトの調達・工事プロセス（入札・契約・工事施工管理） 
・ 他の資金源による事業との連携 
・ プロジェクト管理における貢献/阻害要因（自然条件、治安等） 
インパクト 
・ 設置インフラのもたらした/もたらし得る短期・長期的効果（社会経済効果）  
・ 政府/住民組織の意思決定・行動変容（協働・連携の好事例、失敗事例等） 
・ 上記 2 点と上位目標達成との関係性 
・ 政治、社会、環境への正負の影響 
持続性 
・ 設置インフラの運営・維持管理体制（技術面、財政面、人的配置、関係機関の役割分

担） 
・ 住民参加型開発の実施体制の定着度合い（関係者モチベーション、制度的バックアッ

プ） 
・ クロスボーダー事業の定着度合い、継続見込み（関係者モチベーション、政策/制度的

バックアップ、政治・治安面での阻害条件） 
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（3）実施プロセス 
    

・ プロジェクト・マネジメント状況［モニタリング体制、意思決定過程、発生した問題

の原因・対処・結果、関係者（JICA、AKF/MSDSP、GBAO 政府）間の意思疎通］  
・ 政府の関与度合い、モチベーション、オーナーシップの変化 
・ 他ドナーによる活動との連携・相乗効果 
・ AKF/MSDSP（国際 NGO）への業務委託事業の特徴、優位性 

 
２－２－２ データ収集・分析方法 
（1）既存文献レビュー・分析 

・ AKF/MSDSP 各種報告書（四半期報告書、年次報告書、会計報告書、JCC・ワークシ

ョップ等議事録、インフラ事業進捗報告書、ベースライン調査報告書等） 
・ 長期専門家月次報告書、出張報告書 
・ タジキスタン政府国家開発戦略 
・ タジキスタンにおけるローカルガバナンス関係資料 

 
（2）インタビュー 

・ タジキスタン支所長 
・ プロジェクト長期専門家 
・ UNDP タジキスタン事務所次長及びローカルガバナンス事業従事スタッフ 3 名 
・ AKF 代表及びシニアプログラムオフィサー 
・ AKF チーフファイナンスオフィサー 
・ MSDSP 代表及び CBRD プロジェクト従事スタッフ 6 名 
・ GBAO 州知事 
・ シュグナン県知事、副知事及び TWG メンバー（県政府職員） 4 名 
・ シュグナン県 ASUDVO 1 名 

 
（3）グループインタビュー 

・ ASUDVO 5 名（ダルバズ、バンジ、ロシャン、シュグナン、イシュカシム各県） 
 

（4）インフラ・サブプロジェクトのサイト調査 
・ 全 44 件中 シュグナン県 8 カ所、ダルバズ県 2 カ所 
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表２－１ 調査団踏査サイト一覧 

No 県 名 郡 名 村 名 進捗（％）2 事業名 

1 シュグナン Darmorakht Nishusp 30 飲料水供給施設整備 

2 シュグナン Darmorakht Ghojak 30 小規模灌漑施設増設 

3 シュグナン Suchon Barsem 95 車両通行用橋梁修復 

4 シュグナン Suchon Bogev 40 飲料水供給施設整備 

5 シュグナン Suchon Spinz 75 村落道路新設 

6 シュグナン Sokhcharv Sokhcharv 60 飲料水供給施設整備 

7 シュグナン Sokhcharv 
Chokhkandez
/Dasht 

0 小規模灌漑施設修復 

8 シュグナン Porshinev Vozm 50 メディカル・ポイント建設

9 ダルバズ Kalai-Khumb
Sangevni 
Daroz 

40 学校増設 

10 ダルバズ Nulvand Yoged 10 小規模灌漑施設整備 

 
（5）AKF アフガニスタンによるプレゼンと質疑応答 

・ AKF-A ホログ事務所 プログラムマネジャー 
・ AKF-A ホログ事務所 プロジェクト・マネジメント支援オフィサー 
・ AKF-A ホログ事務所 北部地域財務担当オフィサー 
・ AKF-A カブール事務所 人材・組織開発オフィサー 

 

                                                        
2 現地調査開始時（2014年5月8日時点）の進捗率 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入実績 
（1）AKF-T への委託事業：280 万 USD（3 年間） 

案件が開始された 2012 年 2 月から 2014 年 3 月末までに 102 万 7,928USD が執行され、

最終年度となる 2014 年度に 177 万 2,072USD が執行予定である。表 3-1 のとおり委託金額

の 8 割近くが能力強化活動とインフラ整備事業で構成される事業費に充てられ、オペレー

ション経費、間接経費は 2 割程度に抑えられている。 
 

表３－１ AKF 委託事業費 内訳（USD） 

会計年度 

費 目 

契約時 

配分額 

2011 年度

（執行済）

2012 年度

（執行済）

2013 年度

（執行済）

2014 年度

（執行予定）

最新 

配分額 
％ 

人件費 193,422 3,433 53,869 62,767 74,269 194,338 7

旅費・交通費 187,101 589 31,202 34,548 50,500 116,839 4

事業費 2,057,600 394 63,669 648,561 1,433,292 2,145,915 76.7

能力強化事業 （207,600） （394） （63,669） （66,496） （51,468） （182,026） （6.5）

インフラ整備費 （1,850,000） （0） （0）（582,065）（1,381,824） （1,963,889） （70.2）

事務所備品等 16,423 0 15,958 0 3,300 19,258 0.7

その他業務費 90,906 140 20,780 10,672 40,539 72,131 2.6

間接費 254,547 0 17,759 63,587 170,173 251,518 9

合計（US$） 2,800,000 4,555 203,238 820,135 1,772,072 2,800,000 100
出所：プロジェクト会計報告に基づき作成 

 
（2）専門家派遣 

AKF への委託事業の進捗管理、モニタリング及び、タジキスタン政府、GBAO 政府、コ

ミュニティ関係者、JICA 本部、タジキスタン支所、アフガニスタン事務所との連絡調整を

担う「コミュニティ開発・業務調整」長期専門家 1 名が AKF ドシャンベオフィスに配属

されている。GBAO における事業の進捗管理及びモニタリングは出張ベースで行われてい

る。 
また今後、2014 年度第 2 四半期に「参加型ファシリテーション」の短期専門家 1 名の派

遣（2MM 程度）が予定されている。 
 

表３－２ 専門家派遣実績及び今後の派遣計画 

専門分野 派遣期間 

長期専門家 
コミュニティ開発・業務調整 

2012 年 9 月～2014 年 9
月（12 月まで延長予定） 

短期専門家 
参加型ファシリテーション 

2014 年 8 月～1MM（予

定） 
出所：農村開発部資料より作成 
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（3）研修員受入 
2013 年度に本邦で実施された集団研修「JICA-NGO 連携による実践的参加型コミュニテ

ィ開発」に表３－３のとおり MSDSP の主要スタッフが参加した。 
 

表３－３ 研修員受入れ実績 

研修員名 研修員職位 研修期間 

Mr. Shodomon Hojibekov Deputy General Manager, MSDSP 2013.8.19～10.5 

Mr. Bakhtiyor Azizmamadov Regional Manager, MSDSP 2013.8.19～10.5 

 
３－１－２ タジキスタン側投入 
（1）カウンターパートの配置：ゴルノ・バダフシャーン自治州（GBAO）経済開発・計画局 

（カウンターパートリスト 付属資料 3 Annex 4） 
（2）ローカルコスト負担 なし 

 
３－２ 成果の達成状況 

３－２－１ 成果 1 
成果 1 農村生活や生計向上の基盤となる基礎インフラの整備状況が改善する。 

指 標： 
1）整備された基礎インフラ事業数が 42 件以上となる。 
2）基礎インフラへのアクセス率が 24％まで改善する。 
3）基礎インフラの利用住民の満足度が上がる。 

 
【達成状況：多少の遅延はあるが、以下のとおり達成に向けて比較的順調に進捗している】 
 

（1）インフラ整備事業の選定過程 
・ 対象地域内にある計 326 の村落組織（Village Organization：VO）のうち、324 の VOs

が既存の村落開発計画（VDP）3を更新し、うち 298 の VOs から計画に基づくコミュ

ニティ・インフラ整備事業（サブプロジェクト）計 498 件が申請された。VO レベル

では、コミュニティ構成員である老若男女の幅広いニーズの聞き取りに注意が払われ

た。課題により郡（jamoat）政府、MSDSP、ASUDVO、VO リーダーが調整役を果た

した。郡（jamoat）レベルの選定会議では、すべての VO リーダーが提出案件のプレ

ゼンを行い、住民が近隣村のニーズ、課題を把握・共有する機会となった。 
・ 郡→県→州の各段階で郡/県行政と住民組織 SUDVOs/ASUDVOs が協働で事業内容の検

討・審査を行い、最終的に 44 件に絞り込まれた。選定基準として裨益率、直面する

課題の深刻度が検討され、各県 TWG における選定では、Pairwise Ranking Matrix （PRM）

が用いられた。 

                                                        
3 VDP は 1997 年にスイス開発協力機構（Swiss Agency for Development Cooperation：SDC）の支援を受けて、MSDSP が導入し

た。定型様式があり、主な記載内容は以下のとおり。1）人口・構成員、公共財（自然資源含む property）、経済状況・経済

活動、開発ポテンシャル、既存インフラ、2）VO と外部組織とのネットワーク（MSDSP、県政府、NGO、ドナー等）の現

状、3）必要な支援・事業リスト［①人材配置（医師、建築士、教師等）、②インフラ整備］と必要理由。 



 

－10－ 

・ サブプロジェクトの内訳は下表 3-4 となり、1 件当たりの平均単価は約 4 万 4,700USD、

最大はイシュカシム県中等学校改修（ホール含む 16 室）12 万 7,363USD、最小はイシ

ュカシム県小規模灌漑施設改修（3km）1 万 268USD となっている。 
 

表３－４ サブプロジェクト 44 件の内訳 

インフラ種類 件数（％） インフラ種類 件数（％） 

飲料水供給施設設置 11 件（25％） 橋梁修復 3 件（7％） 

小規模灌漑施設設置 7 件（16％） 小水力発電施設（一部）の改修 3 件（7％） 

学校改修・教室拡張 7 件（16％） スポーツ施設設置 1 件（2％） 

保健施設設置・改修 6 件（14％） 公衆トイレ設置 1 件（2％） 

道路整備 4 件（9％） 護岸工事 1 件（2％） 

 
・ 選定過程では、県政府の戦略計画（Strategic Plan）に既に掲載され、予算措置のめど

がたっているものは、CBRD での支援対象から除外され、また CBRD により選定され

た事業は新たに戦略計画に反映された。村落のニーズがボトムアップで郡、県に共有

され、県レベルの政策に生かされるメカニズムがインフラ整備過程で形成された。 
 

（2）調達・実施管理 
・ 入札はタジキスタン政府及び JICA のルールに則り、MSDSP が実施した。行政規則に

より、公共施設は政府登録設計業者によって詳細設計される必要がある。このため設

計業者の入札・設計を経て、セクターごとの工事業者の入札を行い、計 6 回の入札で

93 社の応札があった。公告はホログ及び首都ドシャンベでも行われ、開札は GBAO
政府、MSDSP、JICA の立ち会いの下、適正な手続き4により行われた。 

・ 地方都市ホログでの工事に GBAO 外に拠点のある業者の関心が集まらず5、また小水

力発電等の一部セクターでは、施工可能な業者数が限られる等の理由で、入札成立を

満たせないケースがあった。また落札業者が当該工事に必要な経験、技術を有しない

ため、再入札も生じた6。問題発生時における調達ルールの弾力的運用が必要であり、

プロジェクトと JICA との間でより密な情報交換が必要だった可能性がある。 
 

（3）工事進捗状況 
・ 44 件のうち、25％の事業は完工済、あるいは完成間近である。一方、冬期の豪雪によ

                                                        
4 入札告示は新聞（全国・ローカル）、UNDP ウェブサイトで行い、行政ルールに基づき tendering committee を設置し、入札に

は州政府を含む JCC メンバーが参加した。選定結果は VO を含む関係者及びすべての参加業者に通知・説明された。入札手

続きに不慣れな業者もあったが、入札ルールの説明や、提出書類に不備がないよう助言を行うなど、現地業者への指導、キ

ャパシティビルディングも適宜行われたことが MSDSP 担当者の聞き取りから確認された。 
5 大半の工事は、GBAO にある地元業者が請け負ったが、一部ドシャンベの業者が落札したものもある。シュグナン県灌漑水

路修復工事では、ドシャンベの落札業者が、仕様の合わない資材を搬入し、資材の再調達・再搬入の手配が遅れている事例

があり、MSDSP、郡長等が対応中である。現地調査サイトで各 VO から聞き取った限りでは、総じて地元施工業者のほうが

実情にあった適正技術や工事実績があり、また輸送・通信コスト面でも有利であるように観察された。 
6 複数案件を受注した業者が、結果的にキャパシティオーバーとなり、一部案件の契約撤回が生じ、再入札となった事例も報

告された。 
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り資材の搬入が遅れた影響で、未着工の事業が 4 件あるが（灌漑 2 件/シュグナン県及

びイシュカシム県、学校増設 1 件/ダルバズ県、小水力発電用水路 1 件/ルシャン県）、

近日中に着工し、全件とも 2014 年内に完工する見込みである。プロジェクトはスケ

ジュールどおり 2014 年 2 月に完了できることを AKF/MSDSP に確認した。 
・ サブプロジェクト実施過程で、工事契約とは別に、建設業者、VO、SUDVO、ASUDVO、

郡/県政府、MSDSP 間で、それぞれの役割、責任を明確化した合意文書が結ばれ、各

者の密な情報交換の下に実施管理・モニタリングがなされている。 
・ 技術的な施工管理は、MSDSP のエンジニア（5 名体制）が詳細設計書に照らし合わせ、

定期的に実施していることが確認された。サイト踏査には通常 VO 長と SUDVO が同

行し、問題がある場合は、書面による改善指導が業者になされ、MSDSP 各県事務所

が業者の対応状況をモニタリングし、適切なモニタリング・施工管理体制がとられて

いる7。 
 

（4）インフラ整備事業における住民の貢献 
・ 調査団が訪問したシュグナン県の 8 つの VO すべてにおいて、住民がインフラ工事の

ために、送水路/側溝掘削作業等の労働力や土地、労働者の食事など、何らかの支援を

提供している8。またバンジ県では、これらのほか、資金（VO メンバー会費による

VO 基金からの拠出）の提供もなされ、住民の高いイニシアティブやオーナーシップ

が確認された。 
 

（5）政府と住民（住民組織）との連携・協働 
・ 工事中に郡/県政府が資材不足を補填した事例9や、道路整備で当初工事区間に加え、

近隣村落までの延長区間分の建設工事費用を県政府主導で資金調達を行った事例が

報告された。建設業者と住民間のもめ事が生じた事例 10もあるが、郡 /県政府が

ASUDVO、MSDSP とともに仲裁に入るなど、インフラ整備に対する住民、行政双方

の主体性、オーナーシップの高まりが観察されている。 
 

                                                        
7 モニタリングの過程で、詳細設計の変更の必要が生じた事例もあるが、適切な対応がとられている。シュグナン県のスポー

ツ施設改修工事で、住民の要請に応じ、施設からの隣家への落雪を回避するため、屋根の形状を変更する必要が生じた。建

設業者と関係者が協議のうえ、設計会社による設計修正を経て、変更案を VO リーダー、SUDVO、MSDSP が再確認し、工

事が再開された。また同県の橋梁補修では、木製橋板仕様の設計がなされたが、車両用の橋梁であることから、住民から鉄

板への変更要請があり、住民、MSDSP、ASUDVO を交え協議のうえ、要請が受け入れられた。一方、工程管理については、

灌漑施設全 7 件中少なくとも 2 件について、7～8 月の渇水時までに完工するよう住民からの要望が寄せられており、今後、

より密な工程管理が必要であることを調査団より指摘した。学校の改修では、学期中の授業への支障が生じないよう工程管

理上の配慮がなされていることがサイト視察、関係者の聞き取りから確認された。 
8 シュグナン県 Spinz 村の全長 2km の山岳道路新設工事では、住民の申し出により、道路建設用地が無償で提供された。また

一部 200m の工事は岩場のため建設機械を数台搬入して行ったが、同時並行で住民がボランティアで、落石防止壁を道路谷

川に設置し、道路幅を拡張する等の作業を支援した。作業地より下降の幹線道路にある他村の民家より、工事中の落石への

懸念・クレームが寄せられたために講じられた対応である。このほかにも、多くの住民による工事支援の事例が確認された。 
9 ダルバズ県 Yoged 村の灌漑施設サイトでは、当初想定以上にセメントが必要となることが判明し、協議の結果、県政府が 2t
のセメントを提供している。 

10 イシュカシム県 Andarob 村の給水事業では、村人達が業者に委託せず、自分たちで工事を行うと主張したが、県政府が仲介

し、建設基準を満たすために、業者の必要性を説得し、工事が再開されている。 
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（6）インフラ完工後の引き渡しと維持管理体制 
・ 完工検査は MSDSP のエンジニアと各県政府の建築技師が実施し、瑕疵がなければ、

MSDSP が引き渡しレターを VO 及び県政府に対して発行する予定である。 
・ すべてのインフラ施設は、完工検査後、各県行政の所定部局（灌漑・水事業局、コミ

ュニティ・サービス局、保健局、教育局、道路維持管理事業局等）の管轄下に置かれ

るが、日常的な維持管理は各 VO が担うことが確認された。VO は村内公共施設の維

持管理やその他の活動のためにVO基金を設定しており、訪問したVOのいくつかは、

既に 6 万～10 万ソモニの VO 基金を運用している。通常、世帯ごとの徴収額は 5～10
ソモニ/月だが、世帯の家計状況が配慮されている。また VO 基金には、出稼ぎ労働者

からも出資がある。給水、灌漑施設では VO 内に水管理組合が設置され、利用料（3
～5 ソモニ程度）を徴収し、維持管理に充てられる。維持管理費から有償で水管理担

当者を配置する VO もある11。 
 

（7）インフラへのアクセス率の指標 
・ 2013 年 3 月の JCC でアクセス率改善の目標値が 24％に設定された。その後、2013 年

5 月に提出されたベースライン調査報告書12では、基礎インフラへの物理的なアクセス

率はそれを優に超える高い数値であった。数値だけをみれば、不当に低い目標値が設

定されたことになる。一方、これらインフラはソ連時代に設置され、老朽化が著しく、

全面改修や大幅な修繕の必要性があり、インフラの質も加味して 24％という数値が設

定されたことが判明した。インフラ種別ごとのアクセス率のばらつきも踏まえ、質面

の改善効果も含めた主要インフラごとの指標の必要性があるため、調査団は第 5 章提

言に記載のとおり適切な指標の設定を求めた。 
 

表 ３－５ 主要インフラへのアクセス率（％） 

県 名 道路 エネルギー 橋梁 灌漑施設 飲料水施設 
ダルバズ 100 100 56.5 77.9 79.8 
バンジ 100 98 76.3 99 32.7 
ルシャン 100 98 73.3 81.1 64.2 
シュグナン 99 99 73.3 100 73.2 
イシュカシム 99 100 72.4 96.2 45.7 

平均値 99.6 99 70.4 90.8 59.1 
出所：CBRD ベースライン調査報告書 2013 年 5 月 

                                                        
11 調査団が訪問したシュグナン県の VO では、世帯ごとの給水施設利用料は 3～5 ソモニ/月が一般的であったが、バンジ県の

ASUDVO からは 10 ソモニ/月を徴集し、専従管理者を配置している事例が紹介された。 
12 ベースラインサーベイでは、調査員を採用・訓練のうえ、無作為抽出によって選ばれた世帯に対し、質問表を使った聞き取

り調査が行われた。サブプロジェクトの内容が固まる前に、ベースラインサーベイの方法が決まっていたために、サブプロ

ジェクトの効果検証に必要なサブプロジェクトごとのベースラインサーベイができなかったことが、MSDSP Regional office 
の monitoring and evaluation officer の聞き取りから判明した。なお AKF/MSDSP 内でモニタリング/サーベイ実施機能が分散

しており、MSDSP Central office（ドシャンベ）の monitoring and evaluation 部門がベースライン調査・モニタリングの方法論

やツールを開発、データ分析を行い、Regional office （ホログ）の monitoring and evaluation officer が主に情報収集を担当す

る。また AKF の monitoring and evaluation 部門が規模の大きなインパクト調査を担う分担体制である。またベースライン、

エンドライン調査ともに実施にあたり州政府の事前承認が必要となる。 
 



 

－13－ 

３－２－２ 成果 2 
    

成果 2：ローカルガバナンス組織が住民の必要に基づいた社会サービスを提供できる能力（ニ

ーズ発掘・計画策定、事業管理）を備える。 
指 標： 

1）「対象地域住民の 75％が ASUDVOs の提供した事業に満足する。 
2）対象地域住民の 70％が郡政府（Jamoats）の提供した事業に満足する。 
3）対象地域住民の 65～70％が郡政府の提供した事業に満足する。 
4）ASUDVOs、Jamoats、県政府おのおのの自己評価が上がる（1～5 段階評価）。 
5）ローカルガバナンス組織間の連携が増える（1～5 段階評価）。 

 
【達成状況：達成に向けて以下のとおり順調に進捗している】 

 
（1）ローカルガバナンス組織の定着 

・ プロジェクト開始前から活動している VO13、SUDVO に加え、本プロジェクトでは、

県レベルでコミュニティ開発を統括する ASUDVO を設置14し、地域開発において行政

とコミュニティを結ぶフォーカル機関として能力強化を行った。 
・ また県レベルの開発計画・事業を協議する場としてテクニカル・ワーキング・グルー

プ（Technical Working Group：TWG、構成員は県副知事、各行政局長、ASUDVO）が

各県に設置され、県政府及び住民代表が協働・協議する開発事業運営のメカニズムが

構築された。TWG はサブプロジェクト選定、工事実施管理、運営・管理の各ステー

ジで調整機能を担い、経験を蓄積している。ダルバズ県では隔週に、その他 4 県では

毎月、TWG 会合が開催されている。 
・ ボトムアップで吸い上げられた住民のニーズが TWG を通じて県政府の開発戦略計画

（District Strategic Plan）に反映された好例もあり（シュグナン県）、プロジェクト開

始前は別個に進められてきた住民主導型開発と行政主導の開発計画策定が、本プロジ

ェクトを通じて、統合される気運が生じている。また行政、住民組織それぞれのステ

ークホルダーの役割・責任の明確化、多様なステークホルダーの巻き込みによる主体

性の向上、透明性の確保といった効果がみられている。 
・ 各県の ASUDVO はサブプロジェクトの実施管理に加え、より広範なコミュニティの

ニーズに応えるため、主体的にファンドレイジング活動を行い、他ドナーや政府から

の支援を得て、食料配布（シュグナン県、イシュカシム県）や洪水対策（シュグナン

                                                        
13 調査団が訪問したシュグナン県内の VO はいずれも、管理・運営部、青年部、婦人部、宗教部、農業部等が組織され、村落

活動が行われていた。定期的に全体及び部ごとの会合が開催され、集落内の課題や活動状況が共有されている。 
14 ASUDVO は州法務局に登録された市民組織という位置づけとなる。現在活動中の 5 名の選出経緯は以下のとおり。＜シュ

グナン＞SUDVO、MLO でボランティア活動を行ってきた経緯から、SUDVO により選出。＜イシュカシム＞公募により選

出。前職は MSDSP のファシリテーターで Community-based Saving Group 事業を立ち上げた。＜ダルバズ＞前任者が県政府

教育局に転職のため、2013 年 8 月に着任。前職は VO リーダーだが、それ以前は県政府教育局勤務経験あり。SUDVO が 4
名の応募者のなかからテストを経て選出。＜ルシャン＞ソ連時代は郵便局勤務でコミュニティと近い仕事に従事。1998 年

に新設された VO で、当初は VO 会計担当、のちに VO リーダーを務めたあと、SUDVO メンバーに選出。今回は SUDVO
メンバーからの推薦で ASUDVO に。＜バンジ＞８年間、MSDSP 県オフィスで Participatory development officer として勤務後、

ASUDVO に選出。 



 

－14－ 

県）、医療保健事業（ルシャン県、イシュカシム県）、幼児教育事業（全県）等が実施

されている15。また定期的に各村落を巡回し、農業技術や生活・生計向上に係る情報

発信を行うとともに、村落の状況を TWG にフィードバックしている。こうした

ASUDVO の①プロジェクト実施管理、②プロジェクト形成・ファンドレイジング、③

政府・ドナーに対する働きかけ（ロビーイング）といった活動は、政府、住民双方か

ら高い評価を得ていることが確認された。 
・ 一方、ホログに隣接するシュグナン県以外の ASUDVO からはファンドレイジングの

難しさを指摘する声もあった。州都ホログ以外ではドナー動向やファンド情報の入手

が困難で、地方での英語通訳・翻訳者の不足からプロポーザルの準備が語学面でも時

間面でも大きな制約を受けている。また ASUDVO が新設され間もない組織であり、

財政基盤が弱い点で、信用を得ることが難しいケースもあり、ファンド獲得上のハン

ディとして指摘された。 
 

（2）能力強化研修、経験交流の実施状況 
・ ASUDVO を中心とする TWG メンバーは、表 3-6、3-7 のとおり開発計画策定・管理、

問題解決等のための研修を受講し、域内での経験共有・交流のほか、キルギス、パキ

スタンの地域開発事業の視察を行った。GBAO 州経済開発局長、投資局長が、キルギ

ス、パキスタンでの域外研修に参加したことで、カウンターパート（Counterpart：C/P）
としてのモチベーションに好影響を与え、単に報告を受けるだけの受け身の姿勢から、

CBRD プロジェクトに対する自発的オーナーシップが高まり、以後、トラブルシュー

ティングにも協力的になったことが専門家から報告されている。 
・ 今後、モニタリング・レポーティング研修、域内での経験共有機会が予定されている

が、これに郡行政（Jamoat）担当者及び SUDVO を含めることを検討中である。 
 

表３－６ ASUDVO 及び TWG 向け能力強化研修（実績と今後の予定） 

 Training Title Conducted by Period Target Group Participants No. 

1 Visioning 
Exercise 

MSDSP PG 
specialist 

1 day in April 
to June 2012 

ASUDVOs 5 males 

2 District-Level 
Priority 
Planning 

MSDSP PG 
specialist 

1 day in July to 
September 
2012 

ASUDVOs, 
TWGs & 
MSDSP 
Districts 

13 males         
2 females 

                                                        
15 例えばシュグナン県 ASUDVO は、CBRD サブプロジェクト内で実施された住民の無償労働に対し、国連食糧計画（United 

Nations World Food Programme：WFP）から Food for Work（給水事業 7 件、灌漑事業 2 件）による支援を引き出したほか、

県内へき地に対する Vulnerable Group Feeding Programme で、2013 年に 8 万 9,500USD、2014 年に 5 万 2,000USD の食料支援

を実施している。またイシュカシム県では、CBRD の対象外の 10 の VO で SDC 支援による給水事業を実施し、このなかで

実施される住民の労働に対し、WFP の Food for Work による支援を獲得した。また Aga Khan Health Service の Community-based 
Health Finance(CBHF)を 8 つのへき地にある VO で実施し、救急医療（搬送費、治療費、薬代）のための保険システムを導

入中。ルシャン県でもイシュカシム県同様に、CBHF を展開。当初 15 の VO から開始したモデルを現在までに 36 の VO に

拡大し、今後全域に展開予定。このほかに AKF Education の下で、県内ほぼ全 VO に Early Childhood Development Center を
設置済。 
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3 Project Cycle 
Management 
（PCM） 

NGO Kalam 
experienced 
specialist/trainers 

2 days in 
October – 
December 
2012 

ASUDVOs & 
TWGs 

10 males 

4 Conflict 
Resolution 

NGO Kalam 
experienced 
specialist/trainers 

2 days in April 
- June 2013 

ASUDVOs & 
TWGs 

11 males 

5 Gender for 
Development 

Two qualified 
experienced trainers 

2 days in April 
- June 2013 

ASUDVOs & 
TWGs 

10 males         
1 female 

6 Common 
Property 
Resource 
Management 

A trainer with PhD 
in Economic 
science, Head of 
Economic, 
Management and 
Finance Department 
of Public 
Administration 
Institute under the 
President of the 
Republic of 
Tajikistan 

2 days in 
October - 
December 
2013 

ASUDVOs & 
TWGs 

10 males 

1 Monitoring 
and Report 
Writing 

MSDSP PMEU 
specialists will 
conduct the training 

（planned ） 
1 day in April - 
June 2014 

ASUDVOs & 
TWGs 

TBD 

出所：プロジェクト作成資料 

 
表３－７ 域内経験交流・海外視察研修（実績） 

Activity Title Place/Location
Host 

Organisation
Date visit

Target 
Group 

Participants No. 

In-country 
experience sharing 
visit 

Shugnan 
district, 
GBAO 

MSDSP 11 of 
January 
2013 

ASUDVOs, 
TWGs & 
NGOs 

13 males 

Experience sharing 
visit to Kyrgyz 

Kyrgyz 
（Bishkek, 
Issyk-kul,Osh）

AKF Krg. & 
MSDSP 
Krg. 
JICA OVOP 
project 

5 to 12 
February 
2013 

ASUDVOs, 
TWGs and 
JCC 

11 males  
1 female 

Experience sharing 
visit to 
Islamabad/Pakistan

Islamabad Rural 
Support 
Programme 
Network 

16 to 25 
January 
2014 

ASUDVOs, 
TWGs and 
JCC 

10 males  

出所：プロジェクト作成資料 
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・ 能力強化の度合いには個人差があると思われるが、ASUDVO のなかからは、コミュニ

ティが抱える真の課題を探ることへの挑戦とその難しさを実感しているとの話も聞

かれた。事例として、VO からのメディカル・ポイントの要請に際し、村人の話を聞

くなかで、当該村落が抱える課題は医療サービス体制の改善ではなく、安全な水の確

保（給水事業）によって村人を感染症から守ることだと気づいたことが挙げられた。

限られた資金源により、より本質的な課題解決につながる対応を模索する様子がうか

がえた。 
・ また GBAO における Community mobilization やそのための能力強化事業が直面する課

題として、ASUDVO や SUDVO を通じて育成したコミュニティの若者が出稼ぎに出て

しまい、コミュニティ運営の適材が常に VO にいるとは限らない現実があることへの

言及が MSDSP 担当者からあった。短期的にみればキャパビル成果の流出となるこれ

らの事態は、別の側面では、同人が出稼ぎ先でスキルを提供し、送金という形でコミ

ュニティに還元されているとも同担当者は指摘しており、長期にわたる出稼ぎ移民の

多い GBAO における能力強化のインパクトは多面的に、また長期的にとらえる必要が

あると思われた。 
 

３－２－３ 成果 3 
成果 3：タジキスタン側行政組織とアフガニスタン側行政組織の協力体制が強化される。 

指 標： 
1）クロスボーダー委員会の構成員によるタジキスタン、アフガニスタン両国の連携

に対する満足度が 60％以上となる。 
2）クロスボーダー会合、経験交流機会がローカルガバナンス組織参加の下、定期的

に開催される。 
 
【達成状況：達成に向けて以下のとおり順調に進捗している。】 
 

（1）クロスボーダー経験交流の実施状況 
・ クロスボーダー委員会をシュグナン県・ロシャン県合同で 2013 年 9 月、ダルバズ県・

バンジ県合同で 2013 年 11 月に計 2 回で開催し、2014 年度はイシュカム県にて開催予

定である。事前準備会合を含めた交流実績は表３－８のとおりである。 
 

表３－８ クロスボーダー経験交流実施実績 

Activity Title 
Location of 

activity 
Host 

Organisation
Date 
visit 

Target 
Group 

Particip
ants No. 
（M/F） 

Remarks / Findings

Cross-border 
experience 
sharing  

Shugnan 
Afghanistan 

AKFA. 11-12 
June 
2012 

MSDSP 
GBAO & 
CO 

4 males  

Cross-border 
experience 
sharing  

Shugnan 
district, 
GBAO 

MSDSP  13-15 
June 
2012 

AKFA 7 males  
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Pre-conference 
experience 
sharing visit 

Shugnan 
Afghanistan 

AKFA. 01 - 
Decemb
er 2012 

ASUDVOs 
& TWGs 
from 
Shugnan and 
Rushan 
districts, 
JCC, 
MSDSP 

12 
males 

Meeting with local 
government, DDAs, 
CDCs and CLDCs of 
Afghan Shugnan 

Pre-conference 
experience 
sharing visit 

Ishkashim 
Afghanistan 

AKF-A March 
2013 

ASUDVOs 
& TWGs 
from 
Ishkashim, 
Vanj & 
Darwaz   
districts, 
MSDSP 

10 
males 
2 
females 

Meeting with local 
government, DDAs, 
CDCs and CLDCs of 
Afghan Ishkashim  

Cross-border 
Conference 

Khorog 
Cross-border 
Market 
territory, 
Tajikistan 

MSDSP 17 
August 
2013 

ASUDVOs, 
TWGs, JCC 
& MSDSP  
（Shugnan 
and Rushan 
districts） 

12 
males 
3 
females 

Cross-border 
Conferences on 
JICA/CBRD project 
with DDAs, local 
governments and 
CLDCs of Shugnan 
and Darwaz in 
Afghanistan  

Cross-border 
Conference  

Darwaz 
Cross-border 
Market 
territory, 
Tajikistan 

MSDSP 21 
Decemb
er 2013 

ASUDVOs, 
TWGs, JCC 
& MSDSP
（Darwaz 
and Vanj 
districts） 

10 
males 
2 
females 

Cross-border 
Conferences on 
JICA/CBRD project 
with DDAs, Local 
Governments and 
CLDCs of Shugnan 
and Darwaz in 
Afghanistan  

出所：プロジェクト作成資料 

・ またタジキスタン側及びアフガニスタン側の地域開発に係る住民組織、行政がクロス

ボーダーマーケット近くで一同に会し、本プロジェクトの経験交流のみならず、双方

の地域開発やローカルガバナンスの現状・課題を協議・意見交換している。このよう

な場の設定を通じて、国境をまたぐ課題への対応の必要性が認識されている。 
 

（2）州レベルのイニシアティブ 
・ 州レベルでは、2014 年 2 月にタジキスタン側 GBAO 政府とアフガニスタン側バダフ

シャン県政府が AKF、他ドナーの同席の下、会合を開催し、クロスボーダー協力分野

の洗い出し（インフラ整備を含む経済開発、教育・文化、保健、農業・農村開発等）

が行われた。今後も定期的な会合や相互訪問が予定されている。なお、同会議には、

軍、治安、税務局、国境警備隊等も含め、多様な関係者が参加しており、従来クロス
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ボーダー協力に距離を置いていた関係者の間でも、協力に向けた理解が促される機会

となった。 
 

（3）県レベルのイニシアティブ 
・ シュグナン県、イシュカシム県では、VO、SUDVO、ASUDVO が四半期ごとにクロス

ボーダー事業の優先課題について、意見交換している。シュグナン県の優先分野は農

業（種子・果樹の交換）、保健（アフガニスタン人向け救急医療の提供16）、教育（中

央アジア大学へのアフガニスタン人留学生の受け入れ）等である。またマーケットチ

ャンスとして、シュグナン・クロスボーダーマーケット17の活用を地元農民・商人に

売り込む活動を ASUDVO が行っている。 
・ ダルバズ県18のクロスボーダーマーケットには、アフガニスタン・バダフシャンのみ

ならず、クンドゥズやタジキスタン・ハトロン州からも売買人が訪れ、タジキスタン

側マーケットでイモ価格が高騰した折は、アフガニスタンのイモが重宝されたことが

あった。 
 

（4）国境管理等 
・ アフガニスタン住民のタジキスタン側への越境の制限がタジキスタン側国境管理警察

により課せられるケースが時折生じているが、クロスボーダー交流が妨げられないよ

う県政府が治安関連部局に協力依頼のレターを発出するなど、支援を行っていること

が確認された。 
・ またこのほかにも、大統領選挙等の政治イベントや感染症の発生等の理由で、国境が

一時期的に封鎖されることがあったが、長期にわたる国境封鎖につながるような重大

な事態にはなっておらず、今後も障害となる問題は観察されなかった。 
 

（5）クロスボーダー協力に係る地域差 
・ クロスボーダー橋やマーケットの有無など地理的条件により、関心度合いに多少のば

らつきはあるが、おしなべて行政、住民組織ともにクロスボーダー協力に前向きであ

り、政府レベル及びコミュニティ代表間で社会的及び経済的交流が促進されることが

期待される。 
 
                                                        
16 既に保健分野では、妊婦など緊急性の高いアフガニスタン人患者はビザや書類がなくても、タジキスタン側で緊急医療が受

けられる体制がシュグナン県、ダルバズ県では整っている。 
17 毎週土曜日の午前中に国境橋の両側で開催されており、タジキスタン側マーケットには、アフガニスタン人商人約 200 名、

タジキスタン商人約 100 名程度が出店し、ホログ住民のショッピングサイトとして賑わう。視察時の客足 200～300 人程度。

出店者は、マーケット運営を委託されている地元 NGO の Melal Inter に登録し、利用料(1 ソモニ/ブース）を支払うが、アフ

ガニスタン女性は出店料不要。以前より、週 2 回に増設の話があるが実現はしていない。扱われる品物は、アフガニスタン

商人は、布地、生活用品、アクセサリー、本、ハーブ、楽器、星占いなど（アフガニスタン側からの食品持ち込みは禁止）、

タジキスタン商人の品物は、食品、衣類、ジュース・ケバブコーナー等で、場内にはアフガニスタン、タジキスタン双方の

国境警察が巡回する。 
18 このほか、ダルバズ県ではドイツ復興金融公庫（Bank aus Verantwortung：KfW）の支援で、クロスボーダー給水事業が予定

されている。水源がタジキスタン側にある 2 地点でタジキスタン→アフガニスタンに送水、逆に水源がアフガニスタン側に

ある 1 地点でアフガニスタン→タジキスタンに送水し、相互に融通しあう体制の構築に向けて MSDSP とダルバズ県がアフ

ガニスタン側と調整を行っている。 
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３－３ プロジェクト目標の達成見込み 

 

プロジェクト目標：対象地域における住民への社会サービスが向上する。 
指 標： 

1）対象地域の住民の 80％以上が社会サービスやガバナンスの仕組みを理解している。

2）ローカルガバナンス組織について、住民の 70％以上が「住民の声を吸い上げている

（responsive、inclusive）」と評価している。 
 

【達成見込み：各成果の達成状況は良好であり、第 5 章提言に盛り込まれた活動が実施され、

サブプロジェクトが計画どおり完工し、ASUDVO が活動を中断しなければ、プロジェクト目標

である住民の社会サービスの向上は達成される見込みである。】 
 

ボトムアップアプローチで提案・選定された 44 件のサブプロジェクトのうち、20％は完工間

近、4 件は冬期の豪雪の影響で未着工であるが近日中に着工予定であり、全件が 2014 年内に完工

の見込みで進められていることが確認された。インフラ整備が住民生活に与える直接的・間接的

効果は多々想定されるが、最も件数の多い給水施設では、多くの村落が現在、水路や川の水を飲

料水、農業、家畜用に使っており、衛生状態が悪く、チフス、肝炎等が多く発生している。また

冬期は凍結した川で氷を割って水汲みしていた子どもが割れ目に落ち、亡くなった事例19も報告

されており、こうした状況が大幅に改善される。小規模灌漑では、野菜（イモ、トマト、キュウ

リ等）、果樹、家畜飼料の生産量の増加が見込まれるほか、橋梁や道路整備では公共施設やマー

ケットへのアクセスが改善され、野菜、果樹、ジャム等の加工品の販売増も見込まれる20。 
プロジェクトの選定及び実施プロセスに住民が主体的に参加しており、施設の運営・維持管理

に対しても VO のオーナーシップやコミットメントは非常に高い。完工後、インフラ施設は県政

府の管理下に置かれるが、VO による維持管理を行政が技術的に支援することが確認されている。

なお、行政による保健・教育施設への家具、資材の提供や、道路・橋梁等で、今後 VO では対応

できない規模の修繕が必要となる場合の行政による支援の確約を、MSDSP を通じ確認していく

ことが、今後のプロジェクト期間内の課題である。 
開発実施体制面では、県レベルで住民側と行政側の調整役として能力強化を行った ASUDVO

は適切に役割を果たしており、他ドナーから資金を獲得し、新たな事業にも着手するなど、住民

組織、行政双方からの信頼を得て、その活動・機能は定着している。また県政府内に設置された

TWG は、CBRD プロジェクトの実施管理のみならず、シュグナン県では他ドナーの事業の承認・

実施管理まで活動範囲を拡大しており、県政府の制度として定着しつつある。このモデルの他県

への拡大が期待される。 
またクロスボーダー委員会の設置や相互視察・交流によって、州や県行政、住民組織の各レベ

ルでタジキスタン、アフガニスタンの相互理解が促進され、クロスボーダー協力を展開していく

うえでの基盤が形成されつつある。  

                                                        
19 子どもが亡くなった事例はシュグナン県 Bogev 村での聞き取りによる。 
20 シュグナン県 Barsem 村では、CBRD で車両用橋梁を修復するまでは歩道橋（吊り橋）1 本のみがホログ市に続く幹線道の

ある対岸へのアクセスであった。また同県 Spinz 村では、幹線道路までの近道 2km の新設により、従来の悪路 8km の工程

が短縮され、マーケットのみならず、病院など基礎インフラへのアクセスを大幅に改善するとともに、冬期は豪雪のため利

用が極めて困難だった旧道に比べ、地形的に新設道は冬期も通行可能となる予定である。 
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３－４ 実施プロセス 

（1）意思決定メカニズム及びモニタリング体制 
プロジェクトの最高意思決定機関として、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：

JCC）が設置され、プロジェクトの活動進捗及び成果達成状況と次期活動計画内容の確認・

承認の機能を担っている。2013 年 3 月に開催された第 1 回の JCC では、サブプロジェクト

リストが承認された。第 2 回は調査団滞在中の 2014 年 5 月に実施予定であったが、ホログ

での騒擾事案発生のため、開催中止となった。 
また JCC の下で、サブプロジェクトの選定、実施、モニタリングを担う州レベルの協議機

関として、テクニカル・ベリフィケーション・グループ（Technical Verification Group ：TVG）、

県レベルの協議機関としてテクニカル・ワーキング・グループ（Technical Working Group：
TWG）が設定された。 

業務調整専門家の着任が 2013 年 2 月の案件開始から約半年遅れ、また JICA の行動規制に

より、当初 GBAO への渡航が制限された。このため初期の活動モニタリングはドシャンベか

らメール、電話ベースを通じた遠隔作業となった。第 2 年次以降は現地渡航が可能となり、

これまでにサブプロジェクト 44 件中 32 件のサイトを訪問し、進捗をモニタリングしている。 
サブプロジェクトの技術的施工管理、モニタリングは MSDSP エンジニア（5 名体制）及

び TWG 建築技師が担っている。また ASUDVO、SUDVO、郡長も定期的にサイトを訪問し、

連携して進捗確認、問題解決にあたっている。 
なお、AKF と MSDSP モニタリング上の役割分担は、前者は主に中央政府、州政府との調

整が必要な課題につきモニタリング、統括を行い、後者は現場レベルの情報収集、日々の活

動管理を担う。CBRD プロジェクトの進捗管理モニタリングのほぼ 9 割は MSDSP による。 
 
（2）住民参加の仕組み 

VOは 1990年代後半に設立され、以来、住民参加によるコミュニティ活動を実施してきた。

訪問したすべての VO は、VO 基金（VO 会費の積み立て）や住民による奉仕活動、また政府、

ドナーの援助を得て、地域の生活改善、生計向上に積極的に取り組んでいた。また給水施設

や小規模灌漑施設の管理を目的とする自助水管理組織 Water Users Association（郡レベル）

/Committee（村落レベル）等も VO によっては設置済み、あるいは施設の稼働とともに設置

予定で、インフラ施設の維持管理についても、高い主体性がみられた。 
本プロジェクト開始前までに、VO（村落）から SUDVO（郡）までのボトムアップのコミ

ュニケーションラインがあったが、本プロジェクトが ASUDVO を各県に設置し、住民組織

代表として ASUDVO が TWG に参加することを通じ、県までのボトムアップラインがつなが

った。またシュグナン県では、県戦略計画21と VDP の調整がなされており、参加型の開発行

政に向けた第一歩となり得る。 
また、本プロジェクトの対象 5 県のうち、ダルバズ県、バンジ県は他県に比べ厳格なイス

ラム教徒も多く居住する地域で女性の行動範囲に一部制限があり、男女合同の会合や研修が

できない村落もある。このため、サブプロジェクトの実施にあたり、必要に応じて、男女別

                                                        
21 Strategic Development Plan は Ministry of Economic Development and Trade 管轄下で作成される県の開発プランで、県政府内で

は、Economic Development Department が所掌。 
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にコミュニティでのミーティングを開催する等の、ジェンダー配慮も行われている。 
 
（3）行政の巻き込み 

CBRD で設置した州レベルの TVG 及び県レベルの TWG は、他のドナーや州政府予算によ

る開発事業等、CBRD 以外のプロジェクトの選定、実施にも少しずつ関与しはじめている。

CBRD を通じて、政府職員が開発事業管理における「参加型」アプローチを理解し、ニーズ

の優先順位づけの方法を学び、これまでのような住民と距離のある形ではなく、友好的にコ

ミュニティ開発事業の実施管理に携わるようになった変化を MSDSP の幹部も実感しており、

また州、県、郡政府ともに参加型開発の重要性を認識し、TWG の設置を高く評価している。

行政の最小単位である郡政府（Jamoat）は、主に村落の社会、経済、文化にかかわる領域で

県政府より権限を委譲されている。郡政府は VO にとっての行政窓口となるが、活動予算の

配賦を受けていないため、開発行政では村落間の紛争解決や郡への情報伝達等のコミュニケ

ーション、また登録・認証業務が主な機能である。 
一方、県には中央政府より、保健、医療等を中心とする社会開発予算が割り当てられてい

る22。本プロジェクトにおいても、インフラ施設の運用・維持管理を主管することになって

いるが、人件費以外の施設運営に係る予算配分が十分でない一面がある。 
しかし、本プロジェクトでは、3-2-1「成果の達成状況（成果 1）」にも記載のとおり、イ

ンフラ整備中の資材の不足時に県予算から補助が手当てされ、また住民・業者間トラブルの

発生時に県が仲裁に入るなど、県行政の積極的な関与が確認されている。またクロスボーダ

ー協力についても、州及び県政府のコミットメントは非常に高い。治安、政治、外交的判断、

配慮が不可欠となるクロスボーダー協力を推進するにあたり、州、県政府の積極的関与があ

ることは特に重要である。 
なお、2013 年秋のタジキスタン大統領選挙後に、州知事を筆頭に GBAO 政府、県政府の

職員の人事異動が行われた。これに伴い、TWG メンバーの交代が発生し、MSDSP や ASUDVO
は新メンバーへの CBRD の説明、協力依頼等の対応に迫られたが、これまでに大きな問題も

なく、新体制での活動に切替えられていることが確認された。 

                                                        
22 複数関係者からの聞き取りよれば、県政府予算の 80～85％は中央政府から配分され、15％～20％が県内歳入となっている。 
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第４章 評価結果 
 
４－１ 評価 5 項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性：高い 
（1）タジキスタン政府、GBAO 政府の政策との整合性 

2015 年を目標としたタジキスタン政府の長期戦略「国家開発戦略 2015」（National 
Development Strategy：NDS）は、官民連携によるアフガニスタンとの地域協力の推進を打

ち出している。また NDS 達成のため中期戦略として本プロジェクトの開始時に言及され

た「貧困削減戦略 2010-2012（Poverty Reduction Strategy：PRS2010-2012）」は、開発課題の

ひとつとして「国民に対する基礎的な社会サービスの向上と人材開発」を打ち出し、優先

活動のひとつに地域協力の推進、とりわけアフガニスタンとの協力の拡大を挙げていた。

後継戦略となる「生活水準改善戦略」（Living Standard Improvement Strategy 2013-2015：LSIS）
では、地域間協力への言及はないものの、GBAO 州知事との面談では、引き続きクロスボ

ーダー協力の重要性が指摘されている。よってアフガニスタンとのクロスボーダー協力の

推進を見据えた本プロジェクトの国境地域開発は、タジキスタン政府及び GBAO 政府の政

策と合致する。 
 

（2）日本の開発援助政策との整合性 
2012 年 12 月に発表された「対タジキスタン国別援助方針」には、タジキスタンの政治・

経済の安定は、ユーラシア大陸全体の安定化に不可欠であり、隣国アフガニスタンの自立

と安定に取り組むうえでも重要な課題であると明記されている。また地方における貧困削

減への対応、特に経済インフラの老朽化・未整備への対応の必要性を指摘しており、これ

に応える本プロジェクトのインフラ整備支援は、国境地域における長期的な平和と安定へ

の貢献、人間の安全保障の推進を掲げるわが国政府の ODA 政策に整合する。 
JICA の対タジキスタン支援は、格差の是正及びインフラ整備を通じた貧困削減と持続

的経済成長を目標としており、アフガニスタンに隣接する地域の農村開発及び基礎的社会

サービスの改善を重点課題としている。重点地域はハトロン州を中心とするアフガニスタ

ン隣接地域としているが、本プロジェクトはアフガニスタンとのクロスボーダー協力を実

施する観点において、JICA の重点課題に沿ったものとなっている。 
 

（3）プロジェクト・デザインの適切性 
また GBAO 政府、ドナーの支援が届きにくい山岳地帯のコミュニティに対し、老朽化し

たインフラの改修・整備を通じて住民への社会サービス向上をめざすプロジェクト・デザ

インは適切であり、地域に密着した活動基盤・実績をもつ AKF/MSDSP と連携して、JICA
単独ではアクセスが困難な地域に支援を展開したアプローチは妥当である。 

 
４－１－２ 有効性：比較的高い 
（1）プロジェクト目標及び成果の達成状況 

各成果の実績・達成状況は良好であり、第 3 章「3-3 プロジェクト目標の達成見込み」

に記載のとおり、サブプロジェクト 44 件が計画どおり完工し、ASUDVO が活動を継続す
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るなら、プロジェクト目標である住民への社会サービスの向上は達成される見込みが高い。 
 

（2）プロジェクト目標・成果達成に係る貢献要因 
プロジェクト目標に直接的に貢献するインフラ整備を面的に展開し、サブプロジェクト

実施プロセスを通じて、参加型開発実施体制を構築したことが、本プロジェクトの有効性

を高めている。プロジェクトが取り組んだボトムアップアプローチ（開発ニーズ発掘→計

画策定→優先事業の実施・モニタリング）による参加型コミュニティ開発の体制構築は、

住民のオーナーシップ、コミットメントを促し、住民自身による生活向上活動をも促すも

のとなっている。また従来は接点のなかった行政による地域開発戦略の策定作業と、住民

組織が外部資金を得て直接実施してきた開発事業との間を調整する機能として、政府と住

民組織の橋渡し役である ASUDVO を育成し、県行政と ASUDVO が調整・合意形成・協働

する場として TWG が十分に稼働していることが有効性を高めたものと、評価される。 
一方、CBRD プロジェクトの能力強化の対象は ASUDVO に偏りがちで郡・県行政担当

者、また SUDVO への機会提供が限られた。今後、郡政府、SUDVO が研修に参加できる

機会を提供できれば、社会サービスの向上に資する要因となり、より有効性が高まる可能

性がある。 
アフガニスタンとのクロスボーダー協力では、県政府、住民組織が各レベルで意見交換、

経験交流機会をもっているほか、州、県レベルで具体的な連携活動に向けたイニシアティ

ブがとられている。今後、保健、給水、教育といった個別ニーズに応える協力事業が展開

される可能性が高い。なお、本プロジェクトのインフラ整備事業は、タジキスタン国内の

ニアボーダーをサイトとするものであり、クロスボーダー・インフラは計画枠外であった。

よって当初より、人的交流を中心とするクロスボーダー協力であったことから、直接的な

経済的利益を生み出すことは目的としていない。 
またプロジェクト目標、成果達成を支える貢献要因として、MSDSP と連携したことが

とりわけ大きい。1990 年代から GBAO に展開する MSDSP のコミュニティ開発における経

験、ネットワーク、また機動力を最大限生かし、また MSDSP によって組織された VO、

SUDVO が既に十分に稼働しており、その仕組みを生かせたことが、貢献要因といえる。 
 

（3）プロジェクト目標・成果達成度に係る阻害要因 
豪雪等の自然条件及び 2012 年 7 月から 8 月にかけてホログ市で発生した騒乱のため、

サブプロジェクトの形成準備及びベースライン調査の実施が遅延したことが挙げられる。

第 3 章に既述のとおり、ベースライン調査の遅延により、2013 年 3 月の JCC で設定した

指標数値が、のちにベースライン調査の結果により、目標値として適当でなかったことが

判明した。同ベースライン調査の遅延は、成果の達成度合いに直接の影響はないが、成果

発現を適切に測るうえで重要であり、今般のレビューで、適切な指標への変更を提案した。 
またクロスボーダー協力では、大統領選挙等の政治イベントや感染症の発生等により一

時的に国境が封鎖されることがあった。また直近では、アフガニスタン人のタジキスタン

側への渡航がタジキスタン側治安当局によって制限され、事前渡航申請が求められる等の

事例が報告されている。これらのケースでは、個別に各県政府が治安当局への協力依頼を

求める等の対応策がとられたため、支障の範囲は最小限にとどめられている。 
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４－１－３ 効率性：高い 
GBAO での 20 年近いコミュニティ開発の実績をもち、幅広いネットワークと強固な実施体

制をもつ AKF/MSDSP と連携することで、人材、知見、ネットワーク、資材等の現地にある資

源を最大限に活用し、オペレーションコスト、間接費を押さえ、実質的なプログラム活動に委

託事業の 8 割近く、全体予算の 6 割強を投入していることが確認された。また山岳地に点在す

る手の届きにくい貧困集落にまで裨益対象を面的に拡大できたことから、費用対効果は高いと

判断される。 
一方、JICA、AKF/MSDSP 双方にとり、連携事業は初めての経験であり、経理、調達手続き

面で、共通認識の形成に時間を要した。特に入札・調達手続きに関し、課題の共有・相談が適

時に行われていれば、サブプロジェクトのタイムマネジメントが適切に行われ、より効率性が

向上したと思われるケースが一部観察された。 
 

４－１－４ インパクト：高い 
レビュー時点では、高い正のインパクトが観察され、負のインパクトは発現していない。 

 
（1）上位目標の達成見込み 

現時点ではサブプロジェクトの完工は部分的であり、上位目標「対象地域ゴルノ・バダ

フシャ－ン自治州 5 県において住民の生活が向上する」の達成の見込みを判断する具体的

な変化は確認できていないものの、以下の良好な兆しが確認された。今後残りの協力期間

で、第 5 章に提言として記載した活動を実施し、上位目標達成に向けた基盤を整えていく

ことが重要である。 
サブプロジェクト実施過程における VO の貢献度や施設の維持管理に対するオーナーシ

ップは総じて高いことが確認されている。よってサブプロジェクト完工後はコミュニティ

が主体となって維持管理を行い、必要に応じて SUDVO、郡/県政府、ASUDVO と調整を通

じて修繕等に対応していくことが期待され、設置した施設が効果的に運用されることで、

生活の改善が図られると考えられる。加えて、更新された VDP を活用し、ASUDVO の仲

立ちにより、新たな外部資金を得て事業を行う VO も多く、サブプロジェクトの対象外だ

った VO も含め、より広範なニーズが徐々に手当てされ始めている。VO が今後も活発に

コミュニティ活動に取り組む可能性は極めて高く、上位目標の達成に貢献する要因である。 
なお ASUDVO や TWG が現在の形態で継続するかは、AKF/MSDSP 及び州/県政府の今

後の対応・判断による。ASUDVO や TWG の機能の有効性は AKF/MSDSP 及び州/県政府

に認められ、また ASUDVO 自身も活動の継続に意欲的であることから、ASUDVO 及び

TWG の機能が何らかの形で継承されれば、ボトムアップによる参加型開発の継続・定着

に資するであろう。政府の開発計画に住民のニーズが反映され、長期的には政府予算の確

保、外部資金の確保の実現に資するものとなり、持続的な社会サービスの向上、生活の質

の向上が期待できる。 
 

（2）プロジェクトがもたらした正のインパクト・波及効果 
ASUDVO 及び TWG メンバーである県政府職員の合同能力強化研修は、住民への社会サ

ービスの向上に向けた官民連携・協働を促すモメンタムとなった。また連携・協働の実践
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の場として、サブプロジェクトの実施管理に TWG が携わったことにより、連携・協働が

一過性のものから、機能・仕組みとして定着する動きが出ている。シュグナン県では、TWG
の活動範囲を CBRD プロジェクトから拡大し、ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft 
für Internationale Zusammenarbeit：GIZ）の起業支援プロジェクトの実施管理も担うことに

なっており、波及効果が認められる。なお、シュグナン県知事は、農村開発における官民

連携の joint planning / implementation の実践について、4 月に大統領にも報告している。 
調査団が訪問した VO のひとつは、本プロジェクト開始前から VDP にそって順次、灌

漑水路、学校屋根修復、メディカル・ポイントを整備し、CBRD サブプロジェクトで道路

整備を行っている。同時に次期事業として、給水施設整備を VO 基金による自己資金 4 割

負担、残り 6 割のマッチングファンドのファンドレイズ中であった。このような好事例を

ASUDVO が把握しつつあり、優良事例の共有化を促すことで、さらなる波及効果が期待で

きる。 
また、GBAO では地域経済の約 4～5 割が出稼ぎ労働者からの外貨送金に依存している

状況下、インフラ整備過程で、期限付雇用ではあるが一定の雇用が創出されたことは正の

インパクトであったと考えられる23。 
 

４－１－５ 持続性：中程度 
（1）ASUDVO の機能としての持続性 

ASUDVO の機能とその活動実績は、郡/県行政、住民組織（VO/SUDVO）からも高く評

価され、その活動の継続が望まれている一方で、プロジェクト終了後の活動費のめどは、

調査時点では具体化されていない24。ASUDVO はそれぞれに、本プロジェクト終了後を見

据えて財政基盤の確立に向けた活動を開始し、他ドナーのプロジェクト予算からの費用捻

出、SUDVO の出資金や小規模融資機関（Micro Lending Organization：MLO）25の配当金に

よる経費負担、ASUDVO 自身が公共性の高いサービス事業を副業として起業し、活動に充

てる等が検討されている。プロジェクト終了までに、AKF/MSDSP が州/県政府と調整のう

え、今後の ASUDVO の位置づけ及び持続性を担保する必要がある。なお、ASUDVO は既

に市民組織として法的に登録されていることもあり、あくまでも住民の代表として機能す

るものであり、行政に取り込まれる位置づけのものではないことが確認された。 
 

（2）インフラ施設の運営・維持管理 
サブプロジェクトで整備されたインフラ施設は、第 3 章 3-2-1「成果の達成状況(成果１)」

で記載のとおり、制度的には各県行政に引き渡され、所管部局の管理下に置かれるが、実

                                                        
23 シュグナン県 Gharibsho Shohbozov 郡では、人口 2,800 人中、現在 500 名が季節労働で国外に出ており、このなかには約 1

割弱の女性が含まれる。また同県 Barsem 村でも村人口の 4 割、各世帯平均 1～2 名がロシア、カザフスタン共和国（以下、

「カザフスタン」と記す）、キルギス等に出稼ぎに出ており、両親が不在のため祖父母が子どもを養育している世帯も多い。

同様の状態が州内広範でみられるため、GBAO では Early childhood development center が広く普及しているとの話も聞かれ

た。 
24 執務環境としては、MSDSP 各県事務所にデスクが与えられ、車両も活用可能となっている。 
25 Micro Lending Organization は公的なコミュニティ活動を目的として GBAO 内の SUDVO が共同出資しして設立した マイク

ロファイナンス機関で、現在、州内に 3 つの MLO がある。その回転資金から ASUDVO の活動費を手当てすることが一案

として検討されている。 
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質的な維持管理は各 VO が担い、必要に応じ県行政が技術的な支援を行う。県財政の現状

を踏まえると、県行政が充当できる維持管理費は限られており、教育施設、保健施設の人

件費は担保されているが、引き渡し時の備品、資材・教材等が工面できない可能性もある26。

このため各施設の完工時までに、これら資機材が手当てされるよう AKF/MSDSP による調

整が不可欠である。また、将来的に大がかりな修繕が必要となる可能性の高い橋、道路等

も、あらかじめ MSDSP と州・県政府が対策を合意し、関係者に周知しておく必要がある。 
なお、施設完工後 5 カ月間の瑕疵担保責任が建設業者に課せられている。 

 
（3）クロスボーダー協力の持続性 

タジキスタン側 GBAO 政府とアフガニスタン側バダフシャン県政府の間で、クロスボー

ダー協力を推進すべく合意書が署名されており、定期的な会合や相互訪問が予定されてい

る。今後も政府レベル及びコミュニティ代表間で社会的及び経済的交流が促進されること

が期待される。 
 
４－２ 結 論 

天候や治安による多少の活動の遅延はあるものの、調査時点で懸念される大きな障害もなく、

対象コミュニティ、県/州政府から高い評価を得る活動が行われてきた。これまでに存在した村落

から郡までのボトムアップアプローチによる参加型開発の仕組みが、ASUDVO の設置により県レ

ベルにまで引き上げられた。また参加型で吸い上げられた住民のニーズが、各県の TWG で、県

政府、住民代表である ASUDVO によって議論され、県主導の開発計画と住民主導の開発計画の

すり合わせが可能となり、調整・協働メカニズムとして機能していることが確認された。 
各成果レベルで既に目に見えるインパクトが発現しており、予定どおり活動が実施され、また

以下の提言が取り入れられれば、プロジェクト終了までにプロジェクト目標が達成される見込み

である。また上位目標の達成に向けた良好な兆しもみえている。 
 

                                                        
26 Bogev 村（給水施設設置サイト）で村落内既存インフラの維持管理上の問題が発生した場合の一般的対応をヒアリングした

ところ、学校施設の場合は、VO リーダーと学校長が県政府に掛け合い、メディカル・ポイントの場合は VO 基金で対応し

きれない場合は、VO リーダーとメディカル・ポイント医師が郡政府(jamoat)に相談してきたとのこと。またメディカル・ポ

イント建設中の Vozm 村での聞き取りでは、村医者（助産師）736 ソモニ/月及び清掃婦 240 ソモニ/月の人件費以外に県政

府から得ている予算は薬剤用に 50 ソモニ/年のみで家具等の支給もない。現在、治療費は無料、薬代は有料だが薬局よりは

安価で提供し、5 才以下の子どもの場合は薬も無料のため、AKF Health Service(HS)からの薬剤供与が不可欠となっている。

また光熱費も政府から支給されないため、1 世帯１ソムニを徴収して光熱費に充てている。 
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第５章 提 言 
 
（1）サブプロジェクトの進捗管理及び維持管理体制の確立 

残る協力期間では、サブプロジェクトの進捗管理をより徹底し、インフラ施設の持続的な

運用を担保する維持管理体制の確立が非常に重要である。とりわけ未着工のサブプロジェク

ト 4 件（灌漑 2 件/シュグナン県及びイシュカシム県、学校増設 1 件/ダルバズ県、小水力発電

用水路 1 件/ルシャン県）は、モニタリングを強化し、進捗管理を適切に行う必要がある。8
月末に全サブプロジェクトの進捗を再度、JICA、AKF/MSDSP で確認し、仮に遅延が生じた場

合の対応を検討する。 
施設の引き渡しでは、維持管理における VO、SUDVO、郡政府、ASUDVO、県政府、建設

業者、MSDSP 関係者の役割を明文化し、合意することを提案済である。飲料水供給施設、小

規模灌漑施設については、おおむねどの村落でも、水管理委員会の設置による利用料の徴収、

日常的なメンテナンスや簡易な補修を行う体制のめどがたち、技術的なサポートは郡/県政府

が提供することが確約されている。教育、保健施設には、県政府から必要備品の設置・補充

を担保する必要がある。 
また橋梁、道路は、日々のメンテナンス、小規模な修理はコミュニティ共同で行うが、規

模の大きな修繕は引き渡し先である県（道路維持管理事業局）が責任をもつ必要があり、県

ないし州政府が一定程度の維持管理費を予算化すべく働きかけることが望ましい。運用・維

持管理体制の確立に向け、MSDSP が適切なファシリテーション及びモニタリングを行うこと

が求められる。 
 
（2）ASUDVO の持続性 

県行政と住民組織をつなぎ、またファンドレイザーの役割も果たす ASUDVO の機能は、今

後も維持されることが望ましいが、現時点ではプロジェクト終了後の財政的後ろ盾がない。

AKF/MSDSP が必要経費を負担して持続する、SUDVO の出資金やコミュニティのマイクロフ

ァイナンス配当金から経費を負担する、ASUDVO 自身が資金を獲得する等の方策やいくつか

のアイデアが ASUDVO 自身、また AKF/MSDSP により検討されている最中である。プロジェ

クト終了までに AKF/MSDSP が州/県政府とも調整し、今後の ASUDVO の位置づけ及び持続

性の担保の方策を固める必要がある。 
 
（3）サブプロジェクト完工調査 

AKF では、すべてのプロジェクトにおいてインパクト調査を実施するとのことであるが、

この調査はプロジェクトの直接的な受益者のみならず、ランダムに選定された対象者に対し

て幅広く行われるものであるため、必ずしも CBRD プロジェクトの成果・インパクトが十分

に確認できない可能性がある。したがって、この調査と平行してサブプロジェクトによるイ

ンフラ整備の成果を的確に把握するため、完工調査を実施することを提案する。方法論や実

施時期は JICA と AKF/MSDSP で早急に調整することとし、ASUDVO が主体となって完工調

査に係るデータ収集を行い、インフラへのアクセスや質の向上の変化を分析することを提案

する。この場合、近々に予定されるモニタリング・レポーティング研修で情報収集内容・方

法・分析手法を研修するのが望ましい。  
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（4）成果 1 インフラ整備状況を測る指標及び目標値の変更 
ベースライン調査結果より、対象地域における基礎インフラへのアクセスは、3-2-1「成果

の達成状況（成果 1）（7）インフラへのアクセス率の指標」に記載のとおり、かなり高いこと

が判明している。このため、「基礎インフラへのアクセス率が 24％まで改善する」とした目標

値及び指標自体を適切なものに変更する必要がある。既存インフラの老朽化による質面での

問題が指摘されている点や、インフラ種別によりアクセス率に大きな開きがあることも踏ま

え、主要インフラごとに施設の品質も加味したアクセス（accessibility）と有用性（usability）
を測る指標と目標値の提案を AKF/MSDSP に求める。 

 
（5）郡政府、SUDVO の能力強化 

合意されている事業費内で対応可能であれば、研修、交流事業の対象となっていなかった

郡政府（jamoat）及び SUDVO にも、モニタリング・レポーティング研修への参加機会を与え、

また可能であれば、既に ASUDVO、TWG に対し実施済みの能力強化研修を追実施することを

提案する。 
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第６章 教 訓 
 
（1）AKF/MSDSP とのパートナーシップの意義 

AKF/MSDSP とのパートナーシップは、現地に根ざした実力のある NGO と連携すれば、ア

クセスが困難な難易度の高い地域のニーズに応え、効率的、効果的な事業展開が可能となる

ことを実証する好例となった。JICA 単独ではアクセスできない GBAO のなかでも、より支援

の行き届いていない山岳村落への裨益が可能となったのは、同地域で長年にわたるコミュニ

ティへのサービスデリバリーの実績があり、行政を含む各方面からの信頼も厚い AKF/MSDSP
の存在によるところが大きい。MSDSP は各県に事務所を構え、ASUDVO/SUDVO や郡/県政府

との現場レベルの協働が可能な実施体制を備え、コミュニティに対するきめ細かい事業実施

を効果的に行ってきた。またその機動力や実施体制は、2012 年 7 月の騒乱や本調査期間中の

2014 年 5 月の住民と政府の衝突等における危機管理や事業管理にも発揮され、事業への影響

が最小限にとどめられていることが確認されている。 
一方で、JICA、AKF/MSDSP 双方にとって初の共同プロジェクトであったため、経理、調達

等の手続きの理解や合意形成に時間を要した。また、調達面で柔軟な対応を行うべき局面で、

問題の共有や改善の提案がタイムリーに伝達されず、ルールの見直しが行われない事案があ

った。今後問題が予見される場合、前広に JICA 側と情報共有を行い、対応を検討することが

望ましい。 
 
（2）AKF/MSDSP にとっての行政を巻き込んだアプローチの意義 

従来の AKF/MSDSP のコミュニティ開発事業では、事業として政府の承認は得るも、住民

の要望に応える事業を MSDSP が直営する形で進められていた。本プロジェクトでは、ニーズ

の把握や案件形成をボトムアップで行い、事業の優先順位づけや実施管理の過程に TWG や

TVG の設置を通じて政府（県・州）を巻き込み、政府と住民の協働メカニズムを確立してお

り、またそのプロセスが各ステークホルダーにとって学びと経験蓄積の場になった。行政を

巻き込み、能力強化の対象とした事業は AKF/MSDSP にとっても新しい試みであり、効果発

現及び持続担保の観点からも、有効であることが確認された。 
一方、本プロジェクトの能力強化の主な対象は ASUDVO であり、県・郡政府職員の能力強

化も行われたが、TWG メンバーの一部に限定された。SUDVO メンバーや、県・郡政府の職

員なども含むコミュニティ開発を担うステークホルダーに幅広く能力強化を行うことで、よ

りボトムアップアプローチの強化を図ることができたと考えられる。 
 
（3）村落開発計画の上位計画への反映 

本プロジェクトにおけるボトムアップアプローチの実践を通じて、村落開発計画（VDP）
が郡開発計画（JDP）、県開発計画（DDP）へと上位計画に反映されていく仕組みが構築され

たことは、行政のガバナンスやアカウンタビリティの強化につながると考えられる。一方で、

これら住民主導で策定した開発計画は、VO 基金以外に予算配分がないことから、行政による

事業実施につなげるためには県戦略計画（District Strategic Plan）に反映される必要がある。

シュグナン県ではそのような取り組みが既に始まっているが、他県でもシュグナン県をモデ

ルとして活用・普及されることが期待される。  
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（4）コミュニティ開発における事業規模、裨益範囲の設定 
本プロジェクトでは、44 件の村落レベルの小規模インフラを広範囲に実施した。ドナーや

政府の目の届きにくい村落のニーズを拾い上げ、生活環境に目の見える変化をもたらすとと

もに、住民組織と行政との協働機会の提供により、両者の信頼関係の構築に貢献した意義が

ある。一方で、選定、調達、実施の手続きが煩雑となり、想定以上の時間・手間を要した点

は否めない。このため、一部関係者からは、県レベルで事業規模を設定すべきだったとの声

も聞かれた。 
事業規模の拡大により手続きは効率化するが、住民のニーズへのきめ細かい対応が不十分

となる可能性もある。よって事業規模はあくまで目的や状況に応じ、柔軟に考えることが重

要との考察に至った。また将来的には、経済開発を牽引する大型インフラへの投資と、公平

な社会開発に資する生活インフラ整備とのバランスをどうとるか、GBAO 全体の開発ニーズ

を俯瞰し、検討すべき課題と推察される。 
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第７章 団長所感 
 

本プロジェクトは、地域社会に強く根差した活動を展開してきた実績のある強力なパートナー

と連携することにより、治安上、日本人のアクセスが困難な地域における事業の実施を可能とし

たグッドプラクティスのひとつであるといえる。 
実施パートナーである AKF は、1993 年より 20 年以上にわたってゴルノ・バダフシャーン州に

おいて農村開発・保健医療・教育等の社会開発事業のほか、エネルギー（電力）、通信、観光開

発など、多岐にわたる分野の事業を展開している。 
AKF の強みのひとつは、強固な組織基盤と人的資源であるが、そのスタッフの多くは（高い水

準の教育・訓練を受けた）同地域の出身者であり、外国人のように治安上の制約も受けないため、

機動性も高い。また、地域住民と同じ言語・文化的背景を有するため、地域社会とのコミュニケ

ーション・信頼関係の構築をスムーズに行うことができる。また、今回のプロジェクト予算のう

ち 77％が事業予算に充てられており、人件費を含む管理費が嵩みがちな（JICA を含む）援助機

関による事業と比較して、コストパフォーマンスの高さも特筆すべき点である。 
AKF は本プロジェクト以外にも他ドナーや国際機関からの資金を受け、同地域に対する事業を

継続的に行っているため、地域社会に対するコミットメントも非常に高く、プロジェクト終了後

も断続的にプロジェクト対象地域のフォローが期待できる。この点においても、期間限定での関

与にとどまらざるを得ない一般的な JICA 事業に対し、付加価値を有しているといえる。 
さらに、本調査団中に起こった騒擾事案においても、同財団は、中央政府及び州政府の要請に

より、事態の収拾に向けて政府と住民の仲介役としての役割を担っている。このことから、同財

団は地域社会へのサービスデリバリーのみならず、治安の安定においても、地域と政府の中立的

な位置づけとして、双方から厚い信頼を勝ち得ていることを窺い知ることができた。 
以上の点から、治安情勢により事業の影響を受けやすい JICA にとって、AKF のような先方政

府・地域社会双方からの信頼が厚く、強い活動基盤と組織ネットワーク力を誇る組織との連携関

係をもつことは非常に意義の高いことであり、今後も引き続き良好な関係を築いて行くことが望

ましいと考える。 
 

他方で、今後の事業展開については、治安動向を見定める必要があるものの、本プロジェクト

終了後の展開として、以下の点を留意すべきと考える。 
今回の AKF 連携によるアフガニスタン・タジキスタン国境の 2 プロジェクトは、JICA にとっ

て初めての試みということもあり、両国の「国境付近（near border）の地域において小規模なイ

ンフラ整備を行う」という共通点はあるものの、インフラ事業の規模感や政府関係者の巻き込み

等においても、AKF-A と AKF-T がそれぞれ行っており、統一感を重視して進められたものでは

ない。「クロスボーダー」の視点についても、両国の対象地域の住民や地方行政関係者が数回意

見交換会や経験交流を行うにとどまっている。いずれの案件においても、それぞれの地域におい

て目に見える具体的な成果が出ており、第 1 フェーズとしては実施意義が高かったといえるが、

今後、引き続き同地域において協力を行う場合は、より「クロスボーダー」のコンポーネントを

強化し、国境の両側から支援を行うことの相乗効果を打ち出す必要があると思われる（特にタジ

キスタン側については、アフガニスタン支援の一環という位置づけで案件の実施意義を説明する

のであれば、この視点が重要かと思われる）。一方で、同地域（特にタジキスタン側）では、他
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ドナーや国際機関の支援も林立している状況であるので、現地のニーズと他のアクターの支援動

向も俯瞰的に捉えたうえで、JICA が支援すべき点を明らかにしていくプロセスが必要である。ま

た、平行して JICA 内部においても、クロスボーダーの事業の取り扱い（先方政府との取り決め

等）について事前に整理しておく必要があると思われる。 
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